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大学を取り巻く環境と本学園の方針・課題 

グローバル化やソサエティ 5.0、少子高齢化等社会変化の方向と多様化の中で、大学

は機能分化と教育の質保証・向上がますます求められています。中央教育審議会におけ

る、「わが国の高等教育の将来像」（平成 17 年 1 月）から「学士課程教育の構築に向け

て」（平成 20 年 12 月）、「新たな未来を築くための大学教育の質的転換に向けて」（平成

24 年 8 月）等の各答申から認証評価の義務化、私立学校法の改正、学士課程教育の好

循環の確立（3つのポリシー策定、教育課程の体系化、アクティブラーニング等教育方

法の改善、成績評価の厳格化、学修成果の把握・可視化、キャリア・職業教育支援への

強化、ＳＤ，ＦＤの実施義務、情報の公表）等質の保証システムが実施されているとこ

ろです。また、高大接続改革による大学入学共通テストの実施（2020 年）、更に将来の

高等教育のあるべき姿「2040 年に向けた高等教育のグランドデザイン（平成 30 年 11

月 25 日答申）」を踏まえての学修者本位の教育への転換を図る教育の質保証、18 歳人

口減少に向けての取り組みが必要と思われます。 

本学園は、中長期計画によって平成 25 年 4 月岡崎女子大学子ども教育学部子ども教

育学科を開設致しました。3 回目の卒業生を送り出し、2019 年度は開学 7 年目を迎え

ます。大学間の競争的環境の中で、開学以来、入学定員の未充足が継続していることか

ら学生の確保（定員充足）が喫緊の課題です。また、岡崎女子短期大学現代ビジネス学

科においても同様な状況となっています。経済社会の不透明な状況、四年制大学間の規

模格差、実践的な職業教育を行う新たな高等教育機関の制度化、また受験生ニーズの多

様化から、2018 年問題と言われる学生数減少による財政状況の悪化が懸念されるとこ

ろです。学園の課題は、経営改善（学生の確保による財政の健全化、収支の均衡による

経営基盤の強化）と教育の質的転換の実質化の両立を図ることと考えます。学校法人の

目的が教育であり、地域貢献であり、永続性であることを考えると、公教育の担い手と

して地域社会の要請に応えていくために、建学の精神を維持しつつ、自主的、自律的に

管理運営を行う機能を強化することが必要です。 

今後も身の丈にあった健全な経営を保つ責務と教育の質の向上をはかる責任を自覚

し、時代の変化に対応した必要な見直しを行い、経営改善・中長期計画を進めてまいり

ます。 
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・岡崎女子大学の建学の精神と理念 （2013 年） 

「自己実現と社会貢献」「自分の頭で考え、自分の心で感じ、自分の言葉や行動で表現

する。」という自律的な学習態度を通して学生が現代に生きる女性としての知恵と知識

を獲得し、人間的な成長と目標の実現を目指すこと、また、意見の異なる人々を含めて

周囲の人々と共生することの重要性を認識し、多くの人々の幸福実現のための努力を

惜しまぬ誠実さを育むことが、岡崎女子大学の精神である。」 

 

・岡崎女子短期大学建学の精神と理念 (1965 年) 

「理性と伝統の上に立った自由と創造は、教育の生命である。この精神に基づいて、本

学は心身ともに健全にして、高き知性と豊かな情操をもって、国家社会の発展に貢献す

る有能な女性の育成を目的とする」 

 

・岡崎女子短期大学付属幼稚園教育理念と目標 (1926 年) 

 

嫩幼稚園（1926 年） 第一早蕨幼稚園（1962 年） 第二早蕨幼稚園（1974 年） 

 

   幼児の楽しい経験の場としての生活環境を構成し、一人一人の発達の特性に留意 

  し集団生活を通して自主性・社会性・創造性の伸長を図ることにより、「自立・慈愛・

創造」の心を育てる。 

 

教育目標 

   明るく元気な子ども 

心のやさしい子ども 

進んで考え工夫する子ども 
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１． 学校法人の概要 

                    （31.4.1） 

学校法人名 清光学園 （セイコウガクエン） 

理事長名 長柄 孝彦（ナガラ タカヒコ）平成 20 年 4 月 1日就任 

法人設立年月 昭和 29 年（1954 年） 7 月 

所在地 〒444－0015 愛知県岡崎市中町１－８－４ 

 

（１）設置する学校の内容および入学定員と学生数、園児数 

 

岡崎女子大学   

（愛知県岡崎市中町１－８－４）                     （31.4.1） 

学部・学科等名 
開設

年度 

入学定員 
入学  

者数 
 

収容 

定員 
現員  

(a) (b) b/a (c) (d) d/c 

子ども教育学部子ども教育学科 H25 100 79 0.79 400 335 0.84 

  

岡崎女子短期大学  

(愛知県岡崎市中町１－８－４)                     （31.4.1） 

学部・学科等名 
開設 

年度 

入学定員 
入学  

者数 
 

収容 

定員 
現員  

(a) (b) b/a (c) (d) d/c 

幼児教育学科第一部 S40 172 160 0.93 332 344 1.04 

幼児教育学科第三部 S44 80 94 1.18 230 269 1.17 

現代ビジネス学科 S61 50 57 1.08 120 104 0.87 

       計  305 311 1.02 682 717 1.05 

 

付属幼稚園                              （31.4.1） 

園名（所在地） 
開設 

年度 
入学定員 

入園者数 

（3歳児） 
収容定員 園児数 

ﾌｿﾞｸ   ﾌﾀﾊﾞ ﾖｳ ﾁ ｴﾝ 

付属  嫩 幼稚園 
（愛知県岡崎市魚町1-8） 

T13 60 61 200 174 

ﾌｿﾞｸ ﾀﾞｲｲﾁ ｻﾜﾗﾋﾞﾖｳﾁｴﾝ 

付属第一早蕨幼稚園 
（愛知県岡崎市欠町狐ケ入21番地) 

S37 81 93 273 283 

ﾌｿﾞｸ ﾀﾞｲ ﾆ ｻﾜﾗﾋﾞﾖｳﾁｴﾝ 

付属第二早蕨幼稚園 
（愛知県岡崎市洞町八王子10-1) 

S49 78 63 240 210 

合   計  219 217 713 667 
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（２）沿革 

学    校    法    人    等  の    沿    革  （  概  要  ） 

大正 13 年 4 月 1日   嫩幼稚園設置   

昭和 29 年 7 月 12 日  学校法人清光学園設立認可 

昭和 37 年 9 月 12 日  早蕨幼稚園設置認可 

昭和 40 年 1 月 25 日  岡崎女子短期大学保育科設置認可 

昭和 40 年 4 月 1日   岡崎女子短期大学開学（保育科入学定員 40 名） 

昭和 42 年 4 月 1日   岡崎女子短期大学保育科入学定員変更（40 名→65 名） 

昭和 44 年 2 月 8日   岡崎女子短期大学保育科第三部設置認可（入学定員 100 名）          

昭和 44 年 2 月 8日   岡崎女子短期大学保育科第一部入学定員変更（65 名→150 名）         

昭和 44 年 4 月 1日   保育科を幼児教育学科と改称認可                     

昭和 48 年 3 月 14 日   早蕨幼稚園を第一早蕨幼稚園と名称変更 

昭和 49 年 1 月 10 日   岡崎女子短期大学初等教育学科設置認可（入学定員 50 名）          

昭和 49 年 3 月 14 日   岡崎女子短期大学付属第二早蕨幼稚園設置認可               

昭和 52 年 4 月 1日   岡崎女子短期大学幼児教育学科入学定員変更                

                 （第一部 150 名→200 名、第三部 100 名→150 名）                                  

昭和 60 年 12 月 25 日  岡崎女子短期大学経営実務科設置認可（入学定員 100 名）           

昭和 61 年 4 月 1日    岡崎女子短期大学経営実務科開設（入学定員 100 名）             

平成 2年 12 月 21 日    岡崎女子短期大学経営実務科臨時定員増認可（100 名→150 名）        

平成 3年 4月 1日    岡崎女子短期大学経営実務科入学定員変更（100 名→150 名）         

平成 11 年 4 月 1日    専攻科幼児教育学専攻開設                        

平成 13 年 12 月 20 日   岡崎女子短期大学人間福祉学科設置認可（入学定員 80 名）          

平成 13 年 12 月 20 日  岡崎女子短期大学経営実務科臨時定員増認可（100 名→120 名）        

平成 14 年 4 月 1日   岡崎女子短期大学経営実務科入学定員変更 

（100 名→120 名、臨時定員 20 名含） 

平成 14 年 4 月 1日   岡崎女子短期大学初等教育学科学生募集停止  

平成 14 年 4 月 1日   岡崎女子短期大学人間福祉学科開設（入学定員 80 名） 

平成 15 年 3 月 31 日  岡崎女子短期大学初等教育学科廃止 

平成 15 年 4 月 1日   岡崎女子短期大学幼児教育学科第三部入学定員変更 

（150 名→75 名） 

平成 17 年 4 月 1日   岡崎女子短期大学経営実務科入学定員変更 

                            （120 名→100 名） 

平成 19 年 4 月 1日   岡崎女子短期大学幼児教育学科第一部入学定員変更 

                            （200 名→240 名） 

平成 21 年 4 月 1日   岡崎女子短期大学人間福祉学科入学定員変更                          

（80 名→40 名） 

平成 23 年 4 月 1日   岡崎女子短期大学人間福祉学科学生募集停止 

平成 24 年 4 月 1日   岡崎女子短期大学専攻科（幼児教育学専攻）学生募集停止 
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平成 24 年 11 月 8 日   岡崎女子大学設置認可（入学定員 100 名） 

平成 25 年 4 月 1日    岡崎女子短期大学幼児教育学科第一部入学定員変更 

                          （240 名→160 名） 

平成 25 年 4 月 1日   岡崎女子短期大学経営実務科入学定員変更 

                          （100 名→80 名） 

平成 25 年 4 月 1日   経営実務科を現代ビジネス学科と名称変更 

平成 25 年 4 月 1日   岡崎女子大学子ども教育学部子ども教育学科開設 

（入学定員 100 名） 

平成 25 年 9 月 30 日   岡崎女子短期大学人間福祉学科廃止 

平成 29 年 4 月 1日   岡崎女子短期大学現代ビジネス学科入学定員変更  

                           （80 名→70 名） 

平成 31 年 4 月 1日   岡崎女子短期大学現代ビジネス学科入学定員変更 

                           （70 名→50 名） 

            岡崎女子短期大学幼児教育学科第一部入学定員変更 

                          （160 名→172 名） 

            岡崎女子短期大学幼児教育学科第三部入学定員変更 

                        （75 名→80 名） 

 

（３）校地・校舎の状況 （31.4.1） 

 大学校地 （岡崎女子大学・岡崎女子短期大学）     

種別 所在地 面積㎡ 

大学校舎敷地   岡崎市中町 1丁目 8-4 17,481.64  

運動場用地 岡崎市欠町狐ケ入 21 番地 1   3,611.81  

  合  計   21,093.45  

 

 

大学校舎その他建物 （岡崎女子大学・岡崎女子短期大学） 

種別 所在地 構造 面積㎡ 

大学校舎 1号館 岡崎市中町 1丁目 8-4 鉄筋コンクリート造陸屋根 4階建 1,513.80 

 〃 2 号館 〃 
鉄骨鉄筋コンクリート造陸屋根亜鉛 

メッキ鋼板葺 8階建 
8,343.26 

  〃 3 号館 〃 鉄筋コンクリート造陸屋根 4階建 1,515.56 

  〃 4 号館 〃 鉄筋コンクリート造陸屋根 5階建 560.68 

5 号館（体育館）     〃 鉄筋コンクリート造亜鉛メッキ鋼板葺 3,815.13 

  〃 6 号館 〃  鉄筋コンクリート造陸屋根 3階建 4,327.03 

    〃 7 号館     〃 鉄筋コンクリート造陸屋根 4階建 2,119.92 

その他 岡崎市欠町狐ケ入11 他 倉庫、手洗い等 127.87 

合 計   22,323.25 
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付属幼稚園園地 

 所在地 面積 用途 

付属嫩幼稚園園地 岡崎市魚町 1丁目 8 685  学校用地 

 〃      7－2 （346.59） （借地） 

 〃      7－3 （74.80） （借地） 

 〃      6 （74.46） （借地） 

  合 計  685   

付属第一早蕨幼稚園園地 岡崎市欠町狐ケ入 21 5,676  学校用地 

 〃    三田田北通 58 96   〃 

  合 計  5,772   

付属第二早蕨幼稚園園地 岡崎市洞町七ツ池 7－3 894  学校用地 

〃 〃  八王子 10－1 6,037   〃 

合 計  6,931    

 

付属幼稚園園舎 

 所在地 構造 面積 

付属嫩幼稚園 岡崎市魚町１丁目 8 鉄筋コンクリート造陸屋根三階建 1,088.85 

付属第一早蕨幼稚園 岡崎市欠町狐ケ入 21 番地 鉄骨耐火構造 2,742.70 

付属第二早蕨幼稚園 岡崎市洞町字八王子 10‐1 木造スレートぶき２階建 1,341.35 

 

 

（４）役員の概要 （31.4.1 現在：選任根拠順） 

役員 選任根拠 氏 名 常・非常勤 備 考 

理事 7－1－1 林  陽子 常勤 副理事長（教学担当）・学長 

 理事 7－1－1 堺  正司 常勤 付属嫩幼稚園長 

 理事 7－1－2 長柄 孝彦 常勤 理事長  

 理事 7－1－2 永井 量基 常勤 副理事長（財務担当） 

 理事 7－1－2 藤田 光子 非常勤 同窓会会長 

 理事 7－1－3 小宮 富子 常勤 岡崎女子短期大学副学長 

 理事 7－1－3 山本 忠弘 非常勤 名城大学教授 

 理事 7－1－3 新井 博文 非常勤 前安城市副市長 

 監事 8－1 深津 茂樹 非常勤 弁護士 

 監事 8－1 本塚 雅英 非常勤 公認会計士 

理事（定数 8 人以上 9人以内、現員 8 人） 寄附行為第７条 

（１号理事以外の任期：平成 28 年 5 月 29 日から３年）  
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監事（定数 2 人、現員 2 人）  寄附行為第８条 

（任期：平成 28 年 5 月 29 日から 3年） 

 

（５）評議員の概要 （31.4.1 現在：選任根拠順） 

評議員 選任根拠 氏  名 常・非常勤 備 考 

評議員 23－1－1 林  陽子 常勤 副理事長（教学担当）学長 

評議員 23－1－1 堺  正司 常勤 理事・付属嫩幼稚園長 

評議員 23－1－2 山田 光治 非常勤 前岡崎女子短期大学特任教授 

評議員 23－1－2 落合 裕美 常勤 付属第二早蕨幼稚園長 

評議員 23－1－2 鈴木 伸一 常勤 法人事務局長 

評議員 23－1－3 小原 幹代 常勤 岡崎女子短期大学准教授 

評議員 23－1－4 長柄 孝彦 常勤 理事長 

評議員 23－1－4 永井 量基 常勤 副理事長（財務担当） 

評議員 23－1－4 藤田 光子 非常勤 理事 

評議員 23－1－4 小宮 富子 常勤 理事 

評議員 23－1－4 山本 忠弘 非常勤 理事 

評議員 23－1－4 新井 博文 非常勤 理事 

評議員 23－1－5 仲井 豊 非常勤 愛知教育大学名誉教授 

評議員 23－1－5 古澤 武雄 非常勤 会社役員 

評議員 23－1－5 築山 高彦 常勤 岡崎女子短期大学特任教授 

評議員 23－1－5 矢藤 誠慈郎 常勤 岡崎女子大学教授 

評議員 23－1－5 鈴木 文代 非常勤 元岡崎女子短期大学特任教授 

評議員 23－1－5 新井 美保子 非常勤 愛知教育大学副学長 

 

評議員（定数 17 人以上 19 人以内、現員 18 人） 寄附行為第２３条 

（1号以外の任期：平成 28 年 5 月 29 日から 3年） 

 

 

（６）教職員の概要 

 ①配置数 （30.4.1） 

教員・内訳 専任教員数 非常勤教員数 

   30 年度 前年度比 30 年度 前年度比 

子ども教育学部 20 

 

25 

 

岡崎女子大学合計 20 △3 25 △5 

幼児教育学科 20 

 

36 5 
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②平成 30 年度専任教職員採用者 

  ・短期大学教育職員 幼児教育学科講師 1名、現代ビジネス学科特任教授 1名 

  ・付属幼稚園教諭 4 名 

③平成 30 年度専任教職員退職者 

  大学教育職員 教授 2名 

短期大学教育職員 3 名（教授 1 名、特任教授 2名） 

 付属幼稚園教諭 7 名 

 事務職員  2 名 

 

 

（７）専任教職員内訳（30.4.1） 

職名 学長 

副学長 

学部長 

学科長 

教授 准教授 講師 助教 合 計 
平均 

年齢 

大学 

教育 

職員 
1 3 11 3 1 

1 

（助手） 
20 57.4 

短大 

教育 

職員 
（1） 3 
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特任含 

９ 5 1 28 50.2 

職名 事務局長 

管理職 

部長・次

長 

管理職 

課長 

課長 

補佐 
一般職  合 計 

平均 

年齢 

事務 

職員 
2 5 4 4 16  31 49.3 

職名 園長 園長補佐 主任 教諭   合 計 
平均 

年齢 

付属 

稚園 

教諭 

3 1 2 26   32 31.8 

 

現代ビジネス学科 8 

 

18 8 

岡崎女子短期大学合計 28 △1 54 ＋13 

嫩幼稚園 9 

 

7 

 

第一早蕨幼稚園 12 

 

10 ＋1 

第二早蕨幼稚園 11 

 

8 ＋1 

付属幼稚園教諭合計 32 

 

25 ＋2 

事務局職員 31 

 

7 

 

付属幼稚園職員 0 

 

6 

 

職員数合計 31 △1 13 
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（８）専任教職員一人当たりの学生・園児数  

（学生、園児数÷教員数、事務職員数） 

 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 

岡崎女子大学子ども教育学部 13.1 12.9 15.6 

幼児教育学科（第一部・第三部） 29.4 26.6 30.7 

現代ビジネス学科 16.1 14.4 11.9 

教育職員合計（短期大学） 26.0 23.6 25.3 

事務職員合計（大学・短大） 30.4 30.7 32.9 

付属嫩幼稚園 16.3 19.0 18.6 

付属第一早蕨幼稚園 24.8 24.8 24.3 

付属第二早蕨幼稚園 21.0 19.0 20.5 

幼稚園教諭合計 21.6 21.2 21.4 

 

 

（９）大学・短期大学卒業者数・幼稚園卒園者数  

所   属 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 

岡崎女子大学  63  81  54 

     大学合計  63  81  54 

幼児教育学科第一部 179 169 162 

幼児教育学科第三部  81  81  83 

現代ビジネス学科  58  49  41 

短期大学合計 318 299 286 

付属嫩幼稚園  55  56  56 

付属第一早蕨幼稚園  97 102 103 

付属第二早蕨幼稚園  62  72  75 

幼稚園合計 214 230 234 
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２．事業の概要 

   岡崎女子大学は、岡崎女子短期大学における教育研究上の蓄積を基盤とし、さらに

発展的な教育研究を行うことによって、高等教育に対する社会の多様な要請に応えて

いくことをめざし開設されました。そのため、校地、校舎の共用をはじめ一体として教

育力の充実（教学マネジメントの運営確立）、職業指導の充実、施設設備等環境充実（学

務システム導入）など「学生に対する教育支援の強化」と学生の確保をめざした取り組

みを展開してきました。そして、平成 30 年度ではその取り組みを更に充実させるため

に事務組織を含めた運営組織の大幅な変更が実施されました。 

岡崎女子大学の取り組みの主なものとして、開設時からの大学設置履行状況改善（定

員未充足の改善、経営基盤の安定確保）の取り組み、小学校教諭一種免許状を取得目的

とした教育課程の導入、学校教育法施行規則の一部改正による 3つの方針（卒業認定・

学位授与の方針、教育課程編成・実施の方針及び入学者受入れの方針）の策定と学修成

果可視化への取り組み等大学の教育の質的転換への対応を行いました。 

   岡崎女子短期大学では、大学と同じく 3つのポリシー策定・公表義務化への対応をは

じめ学修成果の可視化への対応等教育の質保証に向けた取り組みを実施しました。ま

た、文部科学省より大学の特色ある研究を基盤とした「平成 29 年度私立大学研究ブラ

ンディング事業」（タイプ A社会展開型）「子ども好適空間研究拠点事業」を引き続き実

施を致しました。 

付属幼稚園では、子ども子育て支援新制度の対応として「施設給付」を受けない幼稚

園を選択し、幼稚園教育要領改訂に伴う教育内容の充実や安全対策等更なる園児支援

の強化を図っています。また、付属嫩幼稚園の将来計画について検討を行いました。 

地域貢献活動では、岡崎市包括連携協定のもと子育て支援活動、各地域の保育士研修

の実施、学生の地域活動等を実施しました。 

 

（岡崎女子大学） 

（１）大学設置認可（平成 24 年 11 月 8 日）及び保育士養成施設指定申請認可（平成

25 年 3 月 13 日） 

①大学の名称及び所在地 

  岡崎女子大学     岡崎市中町１丁目８番地４ 

②設置学部の名称・修業年限・定員 

                   修業年限  入学定員  収容定員 

   子ども教育学部子ども教育学科   ４年   １００名  ４００名 

          （小学校教諭一種免許状、幼稚園教諭一種免許状、保育士資格） 

 ③開設年月日    

平成 25 年 4 月 1日（平成 25 年度） 
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④設置の理由 

    知識基盤社会に対応しうる保育・福祉・教育分野における人材育成への社会的 

要請のなかで、より高度な専門性を求める幼児教育者、保育士希望者のニーズに応え

るために、本学園にますますその必要性が生じてきています。本学園の 45 年間にわ

たる女性職業人としての保育士養成校の歴史を踏まえ、社会の変化に対応する高い

資質をもった人材を養成するため、四年制大学を設置致します。そして、地域の幼児

教育の拠点として、また、生涯教育やリカレント教育への拠点として、社会に貢献し

たいと考えるものです。 

   

（２）大学設置等に係る寄附行為（変更）認可後の財政状況及び施設等整備状況実地調

査（平成 29 年 2 月 17 日付文部科学省） 

  （是正意見） 特になし。 

  （改善意見） 

・「近年、基本金組入前当年度収支差額がマイナスの状態で継続していることから、収

支の均衡を前提とした中長期的な財政計画の策定・実行など、経営基盤の安定確保を

図ること」 

・「新設大学の学部と既設の短期大学の学科が同分野であり法人内で競合すること 

 から、それぞれの特色を踏まえた学生確保の方策について検討し、定員未充足の 

 改善に取り組むこと」 

以上の各改善意見について、その改善に向けて引き続き取り組むとともに、平成 29

年 7 月末に、「大学設置に係る寄附行為（変更）認可後の財政状況及び施設等整備状

況調査書」を文部科学省私学行政課に提出しました。 

 

（３）大学設置等に係る寄附行為（変更）認可後の財政状況及び施設等整備状況調査 

（平成 29 年度）結果            （平成 30 年 2 月 23 日付文部科学省） 

  （是正意見） なし 

（改善意見） 

 ・「近年、基本金組入前当年度収支差額がマイナスの状態で継続していることから、収

支の均衡を前提とした中長期的な財政計画の策定・実行など、経営基盤の安定確保を

図ること」 

 ・「事業活動支出に対する教育研究費の割合が同系統の大学等を設置する学校法人 

  と比べて低く、また、近年この割合が低下傾向にあることから、教育研究条件の 

  充実向上を図ること」 

 ・「今後の定員充足の在り方について検討し、定員未充足の改善に取り組むこと」 

  （岡崎女子短期大学現代ビジネス学科） 

 以上の各改善意見について、その改善に向けて引き続き取り組むとともに、平成 30
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年 8月に、「大学設置に係る寄附行為（変更）認可後の財政状況及び施設等整備状況

調査書」を文部科学省私学行政課に提出しました。 

   なお、平成 30 年度についての是正意見、改善意見はありませんでした。 

 

（４）子ども教育学部の教育特色を踏まえた取り組みの推進 

子ども教育学部の教育特色として、①女性としての豊かな生き方と社会参加を考え

る教育 ②子ども教育の理念を考える教育 ③コミュニケーション力を育成する教

育 ④保育者として家庭支援力や地域支援力を育成する教育 ⑤保育者としての創

造的表現力を育成する教育 ⑥自律的で実践的な学習力を育成する教育を踏まえた

取り組みを推進しています。学生支援教育に関して取り組む事業では、入学前教育、

コミュニケーション・ワークショップ、地域貢献とボランティア、基礎演習等教育特

色を念頭に置いて実施しました。また、教育の質向上に取り組む事業として、子ども

教育フォーラムの開催、全国保育士養成協議会関連の研修（全国セミナー・研究大会、

現代保育研究所研修会、中部ブロックセミナー他）に参加し、実習、カリキュラム運

営に係る調査等ＦＤに関する活動の充実を図りました。 

また、平成 29 年度から、「幼児教育・保育コース（幼稚園教諭免許、保育士資格）」

と「学校教育コース（小学校教諭、幼稚園教諭、保育士）」のコースを設置して、教養

科目の変更、小学校教諭一種免許状が取得可能となる新しい専門教育課程の変更、授

業内容、履修方法等を含め大きな改革がなされましたので、平成 30 年度も引き続き

実施しました。 

    

  （岡崎女子大学） 

（５）第三者評価の取り組み（自己点検・評価報告） 

   学校教育法第 109 条第 1 項では、「大学は、その教育研究水準の向上に資するため、

文部科学大臣の定めるところにより、当該大学の教育及び研究、組織及び運営並びに施

設及び設備の状況について自ら点検及び評価を行い、その結果を公表するものとする」

とされており、また、学校教育法施行令第 40 条では、「法第 109 条第 2 項の政令で定

める期間は 7年以内」となっています。本学では、平成 31 年度に受審をするべく、そ

の対応にむけて準備をするために、自己点検評価委員会にて平成 29 年度自己点検報告

書を作成しました。（受審する評価機関として、公益財団法人 日本高等教育評価機構

を予定していますので、そのマニュアルに沿った内容で構成、新評価基準にて作成） 

  評価の基準 

   基準Ⅰ 使命・目的等（使命、目的、教育目的） 

   基準Ⅱ 学生（学生の受け入れ、学生の支援、学修環境、学生意見の対応） 

   基準Ⅲ 教育課程（卒業認定、教育課程、学修成果） 

   基準Ⅳ 教員・職員（教学マネジメント、教員・職員配置、研修、研究支援） 
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   基準Ⅴ 経営・管理と財務（経営の規律、理事会、管理運営、財務基盤と収支 

                会計） 

   基準Ⅵ 内部質保証（組織体制、自己点検・評価、PDCA サイクル） 

 

（岡崎女子短期大学） 

（６）第三者評価実施後の取り組み（自己点検・評価報告） 

教育研究水準の向上に資するため、教育及び研究、組織及び運営並びに施設設備の

状況について自ら点検及び評価を行い、その結果を公表することになっています（学

校教育法、同法施行令、同法施行規則）。岡崎女子短期大学では、下記の基準より、各

区分、各観点の評価を行い「平成 24 年度自己点検・評価報告書」を作成し、法令施行

後第 2 回目の評価を認証評価機関である一般財団法人短期大学基準協会による第三

者評価の実施を受け適格と認定されました。（平成 26 年 3 月）評価の基準 

基準Ⅰ 建学の精神と教育の効果 

基準Ⅱ 教育課程と学生支援 

基準Ⅲ 教育資源と財的資源 

基準Ⅳ リーダーシップとガバナンス 

平成 30 年度では、引き続き自己点検・評価委員会、ＦＤ委員会が中心となり、質

保証の取り組みを実施しました。教育マネジメント確立に向けての更なる努力として、

建学の精神と 3 つのポリシーの再確認、教育課程の体系化、シラバスの充実・向上、

ＦＤの実施、学修成果とアセスメントの改善等、免許状に係る再課程認定への対応等

自己点検評価報告書の作成を行いました。 

 

（７）現代ビジネス学科将来計画検討と教育改革の実施 

   学生募集状況の悪化（平成25年度入定超過率0.45）による学生確保の見通しに鑑み、

教育の維持・継続が図られるよう教学改革、学生募集、中長期計画について検討しまし

た。現状分析と評価を行って大学質向上のためのトータルシステムの必要性を検討し、

その結果、3つのコース（会計・マネジメントコース、ＩＴ・デザインコース、メディ

カルコース）の設置、教育課程改正、図書司書資格等教育改革を行い、平成 26 年度か

ら実施してきました。引き続き、教育課程の変更と特色化 

  や出口保証を図り努力を致しました。また、奨学費支出の増加傾向に歯止めを掛け縮減

をいたしました。平成 28 年度では入学生 53 名（入定超過率 0.66）となりましたので、

中長期計画により入学定員の減少（80 名から 70 名）を決定し平成 29 年度入試では、

入学者 48 名（定員超過率 0.69）、平成 30 年度入試では、入学者 50 名（定員超過率 0.71）

となりました。更に平成 31 年度から入学定員を 50 名として、入学者 57 名（定員超過

率 1.14）となりました。 
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（岡崎女子大学・岡崎女子短期大学） 

（８）施設・設備改善事業 

・3号館 1・3階西系統ＧＨＰ空調設備更新 

  工事業者 ：ダイキンエアテクノ（株） 

  費用 ：9,444 千円 

・7号館 4階南系統ＧＨＰ空調更新 

  工事業者 ：ダイキンエアテクノ（株） 

費用 ：5,400 千円 

・2号館 8階電気室受電設備工事 

  工事業者 ：吉田電気工事（株） 

  費用 ：5,400 千円 

・正門前階段手摺設備工事 

  工事業者 ：杉林建設（株） 

  費用 ：1,813 千円 

・2601 教室パソコンリプレイス（31 台） 

  業者 ：富士ゼロックス愛知東（株） 

  費用 ：4,640 千円 

・理想オルフィス印刷機（2号館事務室） 

  業者 ：教育産業（株） 

  費用 ：3,077 千円 

・コピー機更新（入試広報課） 

  業者 ：富士ゼロックス愛知東（株） 

  費用 ：1,502 千円 

・学務システム（ステップ２）導入 

（「キャンパスプラン」（株）システムディ、保健室、実習管理他） 

  業者 ：富士ゼロックス愛知東株式会社 

  費用 ：3,603 千円 

・トーマス会計・人事システム 

  業者 ：リコージャパン（株）富士ゼロックス愛知東（株） 

  費用 ：8,674 千円 

 ・理科実験室整備・備品等 

   業者 ：アイチサイエンス（株）他 

   費用 ：5,070 千円 
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（９）学生募集及び就職状況 

①学生募集状況 

岡崎女子大学子ども教育学部の入学者状況は、開設年度平成 25 年度では入学定員充

足率 0.63、完成年度（平成 28 年度）では、0.69 となり未充足が続いていました。その

後も、平成 29 年度入試では 0.88、平成 30 年度では 0.98 となり増加傾向にあるもの定

員の未充足が続いています。平成 31 年度では、0.79 となりました。 

引き続き入学定員の確保を目標として、多様な学生に対するきめ細かい教育指導、

「就職率 愛知県Ｎｏ．１の継続」を行って学生の達成感、充実感を高める努力をして

います。学生の出口保証では、特に大学の公立保育職内定状況結果、小学校教諭免許課

程の高校生へのＰＲを実施しました。 

学生募集では、受験生や社会から岡崎女子大学の認知度、理解、好意等がまだまだ浸

透していない現状を認識して、入試広報活動の改革、見直しを行って、広報の充実向上

を図っています。特に高校訪問やオープンキャンパス、ホームページやネット対応の活

動について重視して取り組み、短期大学の幼児教育学科とともに引き続き更なるブラ

ンド力の強化を図ります。現代ビジネス学科では、四年制大学と専門学校との競争の中

にあって年々減少し、学生確保の厳しさが増してきており、定員超過率が、平成 28 年

度では 0.66、平成 29 年度では 0.68、平成 30 年度 0.71、平成 31 年度では 1.14 となり

ました。 

② 就職状況 

最近の雇用情勢や学生の資質能力に対する社会からの要請、学生の能力、進路の多様

化、ニーズに対する対応、また、卒業後の移行支援の必要性を踏まえて、進路支援体制

の充実維持を図っています。具体的には、学生の社会的、職業的自立を目的に、キャリ

ア支援年間計画により職業指導（キャリアガイダンス）を行っています。また、キャリ

アカウンセラーも配置をしたり、卒業生には求職求人をマッチングさせて紹介する就

職支援システム（通称 お仕事ナビ）を整備しています。 

平成 31 年 3 月現在、岡崎女子大学（3回生）、岡崎女子短期大学卒業生の就職状況は

各々全体で 100％の就職率を誇っています。また、岡崎女子大学では、社会人の品格講

座、基礎力養成講座、公務員試験講座等岡崎女子短期大学のキャリア支援計画と同様に

1年次から実施をしてきましたので、卒業生（平成 31 年 3 月卒業）の就職率 100％であ

り、うち専門職 97％（うち公務員保育職は 52％）の実績でありました。 

・「お帰りなさい岡女・岡短へ」の開催 （リカレント教育） 

  卒業生に対して、近況を報告しあい職業上必要な知識・技術の修得等リカレン 

ト教育の機会を与えるために開催しました。 

（平成 30 年 7 月 29 日実施  参加卒業生 120 名 教職員 43 名） 
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岡崎女子大学・岡崎女子短期大学就職状況      

         （平成 31 年 3 月 31 日） 

学部 
就職   

内定者数 

就職  

内定率 
専門就職数 専門割合 

大学 

子ども 

教育学部 

 54 名 100％ 

47 名（内訳） 
公立保育所・こども園      21 

私立幼稚園・保育所・こども園  22 

施設（児童福祉等）        4  

87.0％ 

短期大学 

幼児教育

学科 

第一部 

160 名 100％ 

157 名（内訳） 
公立保育所・こども園      58 

私立幼稚園・保育所・こども園   91 

施設（児童福祉等）         2 

嘱託・臨時保育所           6 

98.1% 

幼児教育

学科 

第三部 

 

 80 名 100％ 

71 名（内訳） 
公立幼稚園・保育所・こども園  27 

私立幼稚園・保育所・こども園    38 

施設（児童福祉等）         5 

嘱託・臨時保育所                 1 

  88.8% 

現代ビジ

ネス学科 
 39 名 100％ 

39 名（内訳） 

一般企業等 
100％ 

短大全体 279 名 100％   

 

（１０）教育・研究内容の充実 

① 学生支援の充実強化 

・学生支援のため、学生行事活動への援助、あいさつの励行、省エネ、美化教育、出席の

厳格化などを実行し、学生生活全般にわたり保護者との連携（保護者会平成 30 年 5 月

19 日開催 出席保護者数 143 名）も図りながら支援指導の強化をしています。平成 30

年度では、大学までの通学路では、引き続き「グッドモーニング・プロジェクト」と

して交通安全指導とともに学生、教職員の挨拶運動を展開いたしました。また、保護

者と大学で組織する「教育後援会」（平成 27 年 2 月 15 日設立総会）では教育支援活

動、クラブ活動支援、施設環境整備（バイク駐輪場整備）等事業が進められました。

毎週水曜日では、アクティビティタイム設定して支援をしています。今日の高度情報

通信・ＩＴ社会に対する急激な社会変化の対応として、ソーシャルメディアの利用に

関する注意にむけて特別にガイダンス等指導を実施しています。 

・保健室では、最近の複雑なストレス社会のなかで増加しつつある学生の心の健康問題に

対応できる心理カウンセラー（臨床心理士）を 2名配置し保健相談を行い支援していま

す。（毎週水曜日、金曜日他相談実施）人権問題への対応についても、その相談体制に

ついて規程を踏まえて整備が図られています。学生及び教職員に対して救急対応のた

め「心肺蘇生法講習会（ＡＥＤ講習会）」を実施しています。また、労働安全衛生法の

改正に伴うストレスチェックの実施が義務付けられたため、教職員に「職業性ストレス
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簡易調査票」を配付し、健康診断と同じく実施しました。 

・学生への安全配慮については、日常的な指導の他、特に、防犯、防災、薬物使用防止、

健康管理などについて指導を行っています。また、年 1回の避難訓練を防災計画により

教職員、学生全員参加により実施しています。（平成 30 年 11 月 14 日実施） 

・奨学金制度 

(独)日本学生支援機構奨学金(一種、二種)(給付含む) 

岡崎女子大学 30 年度 91 件 学生の 29% 

               (28 年度 63 件 23% 、29 年度 80 件 27%) 

岡崎女子短期大学 30 年度 178 件 学生の 25% 

               (28 年度 176 件 24% 、29 年度 164 件 24%) 

岡崎女子大学・岡崎女子短期大学(A・B)及び特別奨学生等 

奨学生 A(入学金、授業料半額免除) 

      大学 15 名  短期大学 11 名 (29 年度 大学 8名、短期大学 7名) 

奨学生 B(授業料半額免除) 

      大学 8 名  短期大学 19 名  (29 年度 大学 12 名、短期大学 22 名) 

特別奨学生(授業料半額免除) 

         大学 9 名  短期大学 19 名  (29 年度 大学 12 名、短期大学 14 名) 

特待生(授業料全額免除) 

         大学 1 名    (29 年度 大学 5名) 

岡崎女子大学・岡崎女子短期大学授業料免除(応急経済支援) 

      大学１名  短期大学 1名  (29 年度 短期大学 1名) 

岡崎女子大学公務員試験対策支援奨学金 

      大学 45 名   (29 年度大学 107 名) 

愛知県外出身者支援奨学金 

      大学 2 名 短期大学 5名(1 名半期のみ) 

(一財)学生サポートセンター 平成 30 年度「学生ボランティア団体支援事業」に読

み聞かせサークル「Hobbit」採択 助成金 10 万円 

国際ソロプチミスト岡崎主催  

   2018「女子大学院生、女子大学奨学金」準クラブ賞 大学 1名 

   2018「専門学校女子学生取得支援金」 クラブ賞  短期大学 1 名 

(公財)大幸財団 平成 30 年度育英学芸事業・奨学金給付 大学 1名 

あしなが育英会大学奨学生(給付及び貸与) 大学 1 名 

(一財)篠原欣子記念財団奨学生 短期大学 1 名 

平成 30 年度 高等職業訓練促進給付金(豊田市) 短期大学 1 名 

愛知県保育士修学資金貸付事業   大学 3名   短期大学 3 名 

岐阜県保育士修学資金貸付事業   大学 2名   
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静岡県保育士修学資金貸付事業 大学 1名   短期大学 3 名 

長崎県保育士修学資金貸付事業 短期大学 1名 

・金融機関との提携教育ローン 

「学費サポートプラン」による学費分割支払制度 

 ㈱オリエントコーポレーション、㈱セディナ、㈱ジャックス 

② 「教育の質の向上」に係る教学運営の実施策 

中教審答申「学士課程教育の構築に向けて」（平成 20 年 12 月）及び大学設置基準

の一部改正する省令等（20 年 4 月）施行から成績評価の厳格化、成績評価基準の明

示、卒業認定の厳格化方針により、授業の方法及び内容並びに 1年間の授業の計画に

ついて客観性及び厳正性を確保するために、シラバスの改善、充実を図っています。

また、「新たな未来を築くための大学教育の質的転換に向けて」（平成 24 年 8 月）の

中教審答申から、認証評価への対応、教学マネジメントの好循環確立のために、教育

課程の体系化、教育方法の改善（アクティブ・ラーニング、ＧＰＡ制度とその活用）、

卒業認定の厳格化、学修時間確保による単位の実質化、学修成果の把握（学修成果と

査定、学修ルーブリックとして学修の記録カルテ利用）キャリア教育・職業教育支援

への強化、教員の教育力向上、教育方法改善のためのＦＤ活動等を行っています。岡

崎女子大学、岡崎女子短期大学ともに、建学の精神と３つのポリシーの明確化を図り、

学生の学びの支援、学修の評価に取り組んでいます。 

平成 30 年度では、学校教育法施行規則の改正（平成 28 年 3 月 31 日公布、平成 29

年 4 月 1日施行）に伴う 3つのポリシーの策定・公表の義務化から「卒業認定・学位

授与の方針（ディプロマ・ポリシー）」、「教育課程編成・実施方針（カリキュラム・

ポリシー）」、「入学者受入れの方針（アドミッション・ポリシー）」の策定及び運用に

関するガイドラインに沿って、一貫性の確保を念頭に大学及び短期大学各学科にお

いて、それぞれ一体的に実施しています。そして、内部規則の改正をし、履修要項、

大学ホームページにおいて公表しています。カリキュラム・ポリシーに基づく授業計

画、単位時間数等シラバスの記載内容の適正化については担当教員以外の者が精査

をする「シラバスチェック実施要項」により充実改善を図っています。 

ＦＤ活動では、岡崎女子大学授業評価実施規程（平成 26 年 8 月 20 日制定）、岡崎

女子短期大学授業評価実施規程（平成 26 年 8 月 26 日制定）をそれぞれ制定し、学生

による授業アンケート調査（学生の授業に対するニーズを定性的・定量的に把握し、

各教授者が自分の授業の質向上、教育力向上を図ることを目的とする）を前期及び後

期にて実施しました。また、授業参観（ピアレビュー、授業改善）を専任教員の全員

が各期 1 回以上（1 年間に 2 回 計 82 回）実施しました。非常勤は任意としていま

す。更にＦＤ研修会について、次の通り開催しました。 

  「発達障害についての理解と配慮」  （平成 30 年 10 月 17 日） 

  「能動的学修について」       （平成 30 年 12 月 19 日） 
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  「地学、教職、学職一体の大学改革～地方小規模を強みに変える～」 

（平成 31 年 3 月 11 日 共愛学園前橋国際大学 学長 大森 昭生氏）                  

・図書館・学修相談室 

学生の自律的な学習活動の支援を目的に６号館１階ラーニングプラザを開設し、

その一部に学修相談コーナーを置いています。授業や行事等の実践的な学習の援助、

タブレット端末（20 台）、貸し出しパソコン（ノートパソコン 70 台）を利用しなが

ら学習相談を実施しています。また、学習支援対応、相談体制の充実を図るため、

学修上の疑問等に対応する相談場所であることを引き続き学生に周知しています。

平成 30 年度では全新入生対象に統一テストや基礎学力ステップアップセミナーを

実施しました。   

・親と子どもの発達センター 

学生の実践力を育成する幼児教育プログラムの展開と、地域の子供や保護者 と

の触れ合いを通して発達相談、育児相談を行い、学生の家庭支援力を高めることを

目的として活動しています。事業として、 

ア、 大学の専門性に基づいた子育て支援と支援ネットワークづくりの活動 

イ、 学生の実践的な体験（実践力ある人材育成） 

学生の家庭・地域支援力を高める実践的な授業カリキュラムの構築 

   ウ、養育者・子どもの発達研究 

  親子関係の体系的な研究の遂行と臨床的応用やシンポジウムの開催 

   エ、発達を理解する連続講座 

子どもの発達について身体・精神、環境の点から講師を招いて開催 

に取り組んでいます。 

平成 30 年度では、学生サポーターの活動、親子参加の自由開放日（80 回）、子育

て実践講座（6 回 平成 30 年 6 月～平成 31 年 3 月 6 講師）、みんなで子育てゼミ

参加（16 回 平成 30 年 5 月～平成 31 年 1 月 16 ゼミ）、 

   親と子どもの発達センターセミナー 育児・発達相談（11 回 11 名）、ことばの相談

（12 回 34 名）、授業等活用学生利用者数（平成 30 年 4 月～31 年 1 月 73 回 342

名）を実施いたしました。（平成 30 年度親と子どもの発達センター事業報告参照） 

・実習支援室（平成 30 年度設置） 

小学校教諭一種免許状授与のための課程認定により、教育実習に関して連絡調整、

学生への指導を行う体制として、従来からある実習センター（保育実習、幼稚園実

習に係る実習園との連絡調整、学生への事前、事後指導、学生相談を行う）と統合

して教職・保育職支援センターを設置しました。更に、平成 30 年度から教務課・実

習支援室に変更して取り組んでいます。 

平成 30 年度の教育実習、保育実習は以下の通り実施しました。 
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岡崎女子大学子ども教育学部 

2 年 教育実習Ⅰ(小)（9/20～9/27：23 名） 

教育実習Ⅰ(幼)（付属幼稚園 6/4～6/8：85 名） 

      保育実習Ⅰa（11/5～11/17：83 名） 

3 年 教育実習Ⅰ（付属幼稚園 6/2～6/8：1 名）、教育実習Ⅱ（11/5～11/24：

67 名） 

      保育実習Ⅰa（5/28～6/8：67 名、9/21～10/5：1 名） 

保育実習Ⅰb（8月 9月：69 名、3月：1名） 

保育実習Ⅱ（9/21～10/5：47 名）、保育実習Ⅲ（2月 3月：20 名） 

  4 年 長期フィールド実習（4/16～11/26：11 名…幼稚園 4名、保育所 3名、幼

保連携型認定こども園 1名、児童発達支援センター1名、児童発達支援事

業 1名、乳児院 1名） 

岡崎女子短期大学 

   幼児教育学科第一部 

   1 年 教育実習Ⅰ（付属幼稚園 9 月：180 名） 

      保育実習Ⅰ(保育所)（2/12～2/23：180 名）、保育実習Ⅰ(施設)（3月：102

名） 

   2 年 保育実習Ⅰ(保育所)（5/28～6/8：3 名、2/12～2/23：1 名） 

      保育実習Ⅰ(施設)（8 月 9 月：65 名）、保育実習Ⅱ（5/28～6/8：161 名） 

      教育実習Ⅱ（9/25～10/13：162 名） 

   幼児教育学科第三部 

   1 年 教育実習Ⅰ（付属幼稚園 2/18～2/22：105 名） 

   2 年 教育実習Ⅱ（9/25～10/13：65 名） 

      保育実習Ⅰ(保育所)（2/25～3/9：3 名）、保育実習Ⅰ(施設)（2月 3月：

65 名） 

   3 年 保育実習Ⅰ(保育所)（5/28～6/8：80 名）、保育実習Ⅰ(施設)（8月：5名） 

保育実習Ⅱ（9/25～10/6：81 名、2/12～2/23：2 名） 

・情報メディアセンター 

学生向けサービスの向上、設備及びシステムの老朽化、セキュリティ、情報の一

元化、ＩＣＴ対応等学園の情報化に対する諸課題に対応すべく、中長期計画により

教育情報機器等の保守、学内ネットーワーク環境整備及びサーバー保守等改善を

実施してきました。また、「学生向けポータルサイト」「ポートフォリオ」「証明書

発行機」導入などを検討してきた経緯から、情報管理の一元化と教学マネジメント

好循環確立のための学修成果の可視化への対応、教育支援の強化（ウェブシラバス、

履修、成績管理、授業支援）等大学改革に繋げるために新たな学務システム導入を

行いました。平成 30 年度ではステップ２として実習事務、保健事務、施設設備予
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約システム等追加し、パソコンのリプレイスを実施いたしました。 

③ 教育課程等の変更 

 ・岡崎女子大学 

小学校教諭一種免許状授与の所要資格を得るための課程認定がなされ、子ども教育

学部子ども教育学科の教育課程の変更を行い平成 29 度生から実施しました。 

（平成 28 年 11 月 28 日教育職員免許法による免許状授与の学部学科の課程として

認定：文部科学大臣 28 文科初第 1124 号）その内容として、教養科目の整理、教

育・保育内容に関する科目として「教科教育法に関する科目」の増加、保育内容演

習科目の減を行い、また、教科に関する科目を置き保育の表現技術の科目（子ども

の芸術と文化の科目）の整理統合を行いました。また、演習授業科目の単位時間数

についても変更しました。平成 30 年度は変更ありませんでした。 

・岡崎女子短期大学幼児教育学科第一部 

多様化する保育者の育成や専門性向上への取り組みのため全体の授業科目見直し

を行い、教養科目の廃止（市民の生き方、人間と環境、英語Ⅰ、英語Ⅱ、健康とス

ポーツ、女性の自立と人権）と新たに「くらしと経済」を設け実施しました。（平成

28 年度実施）平成 29 年度では、コミュニケーシヨンワークショップの基礎演習Ⅰ

を廃止し、基礎演習Ⅱを名称変更して「基礎演習」（必修 演習 1単位）とし実施し

ました。平成 30 年度は変更ありませんでした。 

  ・岡崎女子短期大学幼児教育学科第三部 

保育士資格取得のための名称の明確化を図るために授業科目名称の変更を行い、

「子どもの研究Ⅰ」（必修 1単位）を「保育研究Ⅰ」（必修 1単位）に、「子どもの研

究Ⅱ」（必修 1単位）を「保育研究Ⅱ」（必修 1単位）にそれぞれ変更し平成 29 年度

から実施しましたが、平成 30 年度では変更はありませんでした。 

  ・岡崎女子短期大学現代ビジネス学科 

社会の変化に対応すべく学科の質向上のためのトータルシステムの分析評価、検

討を行い、教養科目の見直し、専門コース科目として「会計＆マネジメント」、「ＩＴ

＆デザイン」、「メディカル」の各専門科目、図書館司書資格取得科目の開設等大幅な

カリキュラム改革がなされ実施しているところです。平成 30 年度では、更に就職先

のニーズに応えるべく、柔軟な履修選択ができるように教育課程を体系化してフィ

ールド、ユニット制度の実施をしました。そして、教養科目、専門科目の一部変更を

し、また、選択必修科目の卒業要件の変更も行いました。 

④ 教育改善努力（教育の質保証） 

成績評価について、ＧＰＡ（グレードポイントアベレージ：履修科目の成績の平均

数値）制度導入に伴い、「岡崎女子大学におけるＧＰＡ制度の取り扱いに関する要項」

（平成 25 年 4 月 1日施行）、「岡崎女子短期大学におけるＧＰＡ制度取扱いに関する

要項」（平成 22 年 4 月 1 日施行、24 年 4 月 1 日一部改正）にもとづき実施をしてい



22 

 

ます。成績評価を、Ｓ，Ａ，Ｂ，Ｃ，及びＦで示し、Ｓ，Ａ，Ｂ．Ｃ，を合格とし、

Ｆを不合格とする。また、グレードポイントを与えてグレードポイントアベレージと

して示す。（Ｓ 4.0、Ａ 3.0、Ｂ 2.0、Ｃ 1.0 Ｆ 0）また、授業の方法及び内

容並びに 1 年間の授業の計画をあらかじめ明示することとなっていますので、成績

評価基準の明示の見直しを行いシラバスの改善を図りました。 

⑤ 国際交流（協働推進センター・国際交流部門） 

異文化理解と国際的な感覚と能力を備えた人材育成を目的に国際交流に取り組ん

できました。米国の姉妹校セント・マーティンズ・ユニバーシテイ（ワシントン州

レイシー市）において昭和 62 年から夏期海外研修を実施しています。引き続き、平

成 30 年度では 8 月 6 日から 8 月 14 日まで 11 名の学生、引率教職員 2 名が参加

し、英語の授業、ホームステイ、文化交流、幼稚園の見学を実施しました。セント・

マーティンズ・ユニバーシテイからも、文化交流プログラムとして、教員と学生が

5 月 21 日から 5 月 24 日まで、学生 5 名、教員 2 名が本学を訪問しました。韓国カ

トリック上智大学とは互恵関係の構築を図るため「教育文化交流協定書」を取り交

わし、交流事業を行っていますが、平成 30 年度では、教員と学生が 8月 5日から 10

日まで、学生 16 名、教員 2名が参加しました。また、カトリック上智大学から平成

30 年 8 月 17 日から 24 日まで学生 8名、引率教職員 2名が本学を訪問しました。 

⑥ 高大連携事業 

高等学校での履修状況に配慮した取り組みの必要性が増大し、大学生活への円滑

な移行、また学びの動機付けを図る趣旨から、地域の高等学校との連携事業を実施

しました。 

 ・本学（岡崎女子大学及び岡崎女子短期大学）と高大連携協定締結校 

愛知県立岡崎商業高等学校 （愛知県岡崎市 平成 25 年 7 月 29 日） 

光ケ丘女子高等学校    （愛知県岡崎市 平成 26 年 7 月 1日） 

   愛知県立豊田東高等学校  （愛知県豊田市 平成 27 年 4 月 1日） 

   豊川高等学校       （愛知県豊川市 平成 28 年 12 月 20 日） 

   愛知県立松平高等学校   （愛知県豊田市 平成 30 年 3 月 27 日） 

   杜若高等学校     （愛知県豊田市 平成 30 年 6 月 5日） 

・愛知県立岡崎商業高等学校高大連携講座    

幼児教育学科連携授業 

名称 ：高大連携講座 「レッツ保育」 保育入門 

期間 ：平成 30 年 4 月～平成 31 年 2 月（30 回） 

受講者 ：3年生 21 名 

内容 ：幼児教育学科教科教職専門科目の受講、付属幼稚園実習参加

修了者には修了証書を発行（21 名）した。 

・岡崎女子短期大学幼児教育学科第一部、第三部、現代ビジネス学科と岡崎商業高校
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との高大連携における単位認定に関する規程制定（平成 26 年 4 月 1日施行） 

 

（１１）社会的活動・地域連携事業 

①本学の人的、物的資源を活用し地域社会との連携を図り地域課題の解決について貢献

するために、協働推進センター地域協働部門を設置しています。（平成 30 年度組織変

更）主な事業内容は、地（知）の拠点整備事業（大学ＣＯＣ）への取り組み、生涯学

習、市民交流の取り組み、岡崎大学懇話会の実施等です。その他、学生や地方自治体

を通した取り組みを行っています。  

平成 30 年度は次の通り実施しました。 

・夏休み親子教室 平成 30 年 7 月 28 日 参加者 58 組 137 人 

3 講座（キッズチアダンス、絵本を作ろう、パレットスライムを作ろう）  

・科学相談教室  平成 30 年 7 月 24、26、27 日、8月 27、28 日、8組 25 人参加 

 ・岡崎市民大学  講師 1名 （9月 8日実施） 

 ・笑話浪漫サロン 近隣高齢者・園児、高校生、学生交流参加 

    平成 30 年 10 月 16 日、11 月 24 日、平成 31 年 2 月 23 日 

岡崎市北部地域福祉センター他 

・岡崎大学懇話会（岡崎女子大学、岡崎女子短期大学、愛知学泉大学、愛知学泉短期

大学、人間環境大学、愛知産業大学、愛知産業大学短期大学の市内７大学の地域連

携教育活動） 

第 18 回「地域活性化フォーラム」(平成 31 年 3 月 9日 産官学地域連携) 

第 18 回「学生フォーラム」 

日時 ：平成 30 年 12 月 1 日 

場所 ：愛知学泉大学 

各大学学生が行った地域と結びついた様々な活動の成果を発表 

   参加者 171 名 

 ・おかざき「未来・夢・プロジェクト」 子ども子育てラウンドテーブル開催  

平成 30 年 10 月 3 日（水） 岡崎市議会議員と学生との意見交換・提言 

②教員免許更新講習の実施 

教育職員免許法第 9条の 3により、教員免許状更新講習を本学にて実施しました。必

修領域「教職に関する省察並びに子どもの変化、教育政策の動向及び学校内外での連携

協力についての理解に関する事項」として、幼児教育の最新事情（6 時間）。選択必修

「学校・家庭・地域の連絡協力の理解」（6時間）、選択領域「教科指導、生徒指導その

他教育の充実に関する事項」として、保護者に対する支援、子どもの表現、子どもの健

康「食とスポーツ」、子どもの健康「保険とスポーツ」、PC 基礎演習（計 18 時間）をそ

れぞれ開講しました。 

第 1回講習期間 平成 30 年 7 月 30 日～8月 3日までの 5日間 
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     講師（本学専任教員） 12 名 、非常勤 3名、受講者数延べ 682 名 

  第 2 回講習期間  平成 30 年 11 月 23 日～12 月 28 日までの 6日間 

     講師（本学専任教員） 7 名、非常勤講師 3名、受講者数延べ 529 名 

③ 岡崎市定期講座 

岡崎市包括連携協定により岡崎市の若手保育者の知識技能習得のための機会として、

また、多様な子育て支援への対応等資質向上を図るために本学において実施いたしま

した。研修内容は、「からだ」「音楽表現」「造形表現」「環境」「人間関係・言葉」の 5 つ

のテーマを実施しました。 

    期間 ：平成 30 年 6 月 22 日、8月 31 日、10 月 19 日、12 月 14 日 

    講師 ：17 名 

    受講者 ：52 名 

④ 碧南市子育て支援員研修事業 

岡崎市子育て支援員研修事業に沿った内容において実施をしました。 

    期間 ：平成 31 年 2 月 25 日～3月 1日 

    講師 ：13 名 

    受講者 ：17 名 

⑤ 愛知県現任保育士養成研修 

・期間  ：平成 30 年 9 月 3日（月）～9月 7日（金） 

   対象  ：中堅後期保育士研修 

   受講者 ：88 名 

   講師  ：11 名（本学専任教員 11 名） 

  ・期間  ：平成 30 年 8 月 21 日～8月 24 日 

   対象  ：3 歳未満時の保育研修 

   受講者 ：88 名 

   講師  ：4 名（本学専任教員） 

⑥ 愛知県保育士等キャリアアップ研修 

  「幼児教育分野」 

   日時 ：平成 30 年 9 月 17 日、23 日、29 日 

   講師 ：4名（本学専任教員） 

受講者 ：128 名 

  「マネジメント分野」 

   日時 ：平成 30 年 9 月 22 日、23 日、29 日 

   講師   ：4 名（本学専任教員） 

   受講者 ：102 名 

  「保護者支援・子育て支援分野」 

   日時 ：平成 30 年 9 月 1日、2日、8日 
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   講師 ：4名（本学専任教員） 

   受講生 ：73 名 

 

（１２）教育の一環としての学生の社会的地域活動 

 ①児童文化研究部「はとぽっぽ」 

地域の幼稚園・保育園・施設等(８回程度)で公演を行うなど地域行事への参加をしま

した。 

・「岡崎市こどもまつり」にてこども向けブースを開設 

 （平成 30 年 4 月 29 日実施 場所：乙川河川緑地） 

・「夏休み子どもフェスティバル」に参加 

 (平成 30 年 8 月 12 日実施 場所：岡崎市せきれいホール) 

・「交通博 in 岡崎」イベントに子ども向け交通安全劇を披露 

 (平成 30 年 9 月 23 日実施 場所：岡崎市せきれいホール) 

・「秋の南公園まつり」イベントに参加 

(平成 30 年 10 月 7 日実施 場所：岡崎市南公園) 

・知的障害者入所施設「藤花ふれあいまつり」ボランティアに参加 

（平成 30 年 10 月 20 日実施 場所：藤花荘） 

・定期公演『ぐうたら王子の大冒険～夢をもつってすばらしい!～』を実施 

（平成 30 年 12 月 15 日実施 場所：岡崎市せきれいホール） 

②Ｈｏｂｂｉｔ 

 ・岡崎市シビックセンター・イオンモール岡崎・南公園等で読み聞かせ。子ども向け紙 

芝居や手遊び等、毎月約 2～3回 (年間 37 回) 実施 

 ・刈谷市美術館「トヨタモーター展」「ナイトミュージアム」「絵本の時間」等展示内容 

  に合わせた絵本等で読み聞かせ会を実施 

（平成 30 年 5 月 12 日、5月 18 日、8月 19 日 実施 場所：刈谷市美術館） 

③げんきクラブ 

  岡崎げんき館市民会議の正式な運営参加団体として、子ども育成支援事業を実施し

ました。 

 ・「遊ぼう! 学ぼう!げんき館」イベントにて託児ボランティアを実施 

 （平成 30 年 7 月 1日実施 場所：岡崎げんき館） 

・障害のある子どもへの宿泊支援 

 （平成 30 年 8 月 30、31 日 場所：愛知青年の家） 

 ・親子クッキングを実施 

（平成 30 年 5 月 20 日、6月 17、30 日、11 月 18 日実施 場所：岡崎げんき館）  

 ・クリスマス会（平成 30 年 12 月 16 日実施 場所：岡崎げんき館） 
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④わくわくらぶ 

 ・「ファミリーフェスタ in 中総 2018」で幼児向けコーナーの企画・運営を実施 

   （平成 30 年 5 月 5日実施 場所：岡崎中央総合公園） 

 ・根石声かけ隊として学生が地域住民とともに近隣小学生（根石小学校）の下校つきそ

いを年間 18 回実施 

 ・地域活性化のため、子ども達が主役になるイベント「子ども夢の商店街」２か所に参

加 

   (平成 30 年 4 月 22 日実施 場所：中京テレビハウジングセンター豊橋南会場) 

    (平成 30 年 5 月 27 日実施 場所：豊田市駅前通り商店街) 

 ・地域のクリスマスイベントに参加 

   (平成 30 年 12 月 15 日実施 場所：岡崎南部地域交流センター) 

⑤バルーンアートサークル 

 ・岡崎市の公園や施設等でバルーンアートの実演ボランティアを年間 13 回実施 

    荻谷小学校、根石学区子ども会等にバルーン講座を実施 

⑥ダンス部 

・地域神社「八柱神社祭礼」奉納余興出演（平成 30 年 10 月 21 日実施 場所：八柱神

社） 

・岡崎城二の丸能楽堂イベント「岡崎城能楽堂お江戸でダンス」「葵コンチェルト」の

上演。（平成 30 年 9 月 1日実施 場所：岡崎城二の丸能楽堂） 

 ・「南の風オンステージ」出演 

(平成 30 年 8 月 23 日実施 場所：岡崎市シビックセンターコンサートホール） 

 ・音楽コンサート「Piece」10 周年記念フェスティバルに出演 

(平成 30 年 10 月 28 日実施 場所：豊田市福祉センターホール) 

・発表会「不屈の根
いのち

』～芽吹く、今ここから～」 

（平成 30 年 12 月 22・23 日実施 場所：岡崎市せきれいホール） 

・根石小学校「ふれあいフェスタ」イベント講座に参加 

（平成 31 年 1 月 26 日実施 場所：岡崎市立根石小学校） 

・ダンス・音楽・映像がコラボレーションした岡崎初の舞台「ヒトノケシキ」に出演 

（平成 31 年 3 月 15 日実施 場所：岡崎市民会館） 

 ・「中学生ダンスフェスティバル」大学生デモンストレーション出演 

（平成 31 年 3 月 19 日実施 場所：弥富市総合社会教育センター） 

その他に愛知県内の幼稚園・保育園等子ども向けイベントや敬老会イベントなど幅

広い年齢層に対応し、年間 6回程度実施 

⑦ 合唱サークル 

 岡崎市内の公園で「子どもなかよしサロン」の企画・運営。年 5回程実施 
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⑧ミュージックバンド 

 ・岡崎市民病院移転 20 周年記念フェスティバルに出演 

  （平成 30 年 10 月 20 日実施 場所：岡崎市民病院 ） 

⑨はらぺこあおむし 

環境省の地球温暖化対策地域協議会に登録をしている岡崎市地球温暖化防止隊との連

携を図り、学生会員事業として活動 

⑩マンガ研究会 

 岡崎市役所と連携し、新入学児童向けに防犯啓発のチラシを作成し配付 

⑪陸上同好会 

 岡崎市第 50 回シティマラソン ボランティアとして参加 

(平成 30 年 11 月 25 日実施 場所：岡崎市民病院 ） 

⑫根石学区町内一斉清掃活動 

 ボランティア委員・学友会等を中心に 6月・10 月年 2回 約 120 名が参加。 

 （平成 30 年 6 月 24 日、10 月 21 日実施 場所：根石学区） 

⑬エレサポ「岡崎市学生選挙サポーター」 

 岡崎市選挙管理委員会をバックアップ。（平成 30 年 4 月 1日～平成 31 年 3 月 31 日） 

 平成 30 年度の登録者数は約 40 名 

⑭岡崎城下家康公夏まつり 

 学友会執行部を中心に岡崎公園会場にて約 100 名参加 

 （平成 30 年 8 月 2日実施） 

⑮ネイチャーウォッチング 有志の会 

 幼稚園児や地域の親子に対し、星や月の観察や三河地域の自然と触れ合うことの楽し

さを伝える補助を年間 7回程度実施 

⑯笑和浪漫サロンを実施 

 地域の方々とのつながりを深める活動として、出張型世代間交流サロンを年 2 回程度

実施 

⑰ボランティア有志の会 

 障害者福祉施設、公共施設等でイベントの補助を年間 3回程度参加 

 

（１３）研究支援室と科学研究費の適正使用対策 

①教員の研究活動を推進するために個人研究費、研究助成に関する支援及び管理を行う

機関として、研究推進センターから図書館・研究支援室に変更されました。科学研究費

の適正な運営及び管理について、文部科学省通知（研究費の不正な使用への対応につい

て、研究機関における公的研究費の管理・監査ガイドライン）により規程の制定を行い、

また、教員の研究業績の管理、情報公開、各監督官庁への報告書作成のため等業務の効

率化を推進するために、「研究業績プロ」システム（研究者情報データベース）を導入
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してシステム化を図っています。研究活動における不正行為への対応等に関するガイ

ドライン（平成 26 年 8 月 26 日文部科学省通知）に沿った不正行為への対応等につい

ては、日常業務におけるルールの確認、周知を行い実施しています。また、責任体制、

適正な管理運営、コンプライアンス教育、不正行為防止等に関して規程の改正を行う等

絶えず見直しを行っています。 

・公的研究費（競争的資金等）の適正な取り扱いに関する規程 

（平成 25 年 4 月 1日施行） 

・公的研究費（競争的資金等）の管理・監査体制    （平成 25 年 4 月 1日施行） 

・公的研究費不正防止計画                          （平成 25 年 4 月 1日施行） 

・間接経費取扱規程                 （平成 25 年 7 月 1日施行） 

・岡崎女子大学・岡崎女子短期大学研究倫理指針    （平成 26 年 4 月 1日施行） 

・岡崎女子大学・岡崎女子短期大学個人研究費規程の改正 

（平成 26 年 4 月 1日施行） 

・岡崎女子大学・岡崎女子短期大学課題研究助成規程  （平成 26 年 6 月 10 日施行） 

・岡崎女子大学・岡崎女子短期大学研究倫理委員会規程                         

（平成 26 年 6 月 24 日施行） 

・岡崎女子大学・岡崎女子短期大学における研究活動に関する不正行為防止等に関する

規程                    （平成 28 年 2 月 19 日施行） 

・岡崎女子大学・岡崎女子短期大学公的研究費内部監査規程 

                         （平成 28 年 2 月 19 日施行） 

・岡崎女子大学・岡崎女子短期大学公的研究費内部監査要項                    

（平成 28 年 2 月 19 日施行） 

・研究データの保存等に関するガイドライン     （平成 29 年 2 月 7 日施行） 

 

②平成 30 年度科学研究費採択一覧 

                                 （単位：千円） 

研究種

目 
氏名 研究課題名 

直接経

費 

間接経

費 
合計 

基盤研

究(C) 

代表   

継続 

小原 倫子 

養育者の情動認知発達プログラムの開

発－子どもの発達特徴との関連と臨床

的応用－ 

600 

-100 

180 

-30 
650 

基盤研

究(C) 

分担   

継続 

岸本 美紀 

養育者の情動認知発達プログラムの開

発－子どもの発達特徴との関連と臨床

的応用－ 

50 15 65 
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基盤研

究(C) 

分担   

継続 

小原 倫子 
父親の養育スキル向上におけるメカニ

ズムの解明 
50 15 65 

基盤研

究(C) 

代表   

継続 

大倉健太郎 

災害復興に関する社会関係資本を核と

した公教育の役割と地域再生モデルの

国際比較研究 

1,000 

-650 

300 

-195 
455 

基盤研

究(C) 

代表   

継続 

黒野 伸子 
産学連携による社会人基礎力養成のた

めの教育プログラム開発 

500 

-300 

 

150 

-90 

 

260 

基盤研

究(A) 

分担   

継続 

白石 さや 
東アジア「知のプラットフォーム」の現

状に関する研究 
200 60 260 

基盤研

究(C) 

分担   

継続 

黒野 伸子 
生涯学習における健康教育のあり方－

広島県と宮城県の現状と課題－ 
200 60 260 

若手研

究 

代表 

新規 

丸山笑里佳 
女子大生を対象として、乳児に対するあ

やし行動の観察学習の効果検証 
200 60 260 

若手研

究 

代表 

新規 

伊藤 理絵 

幼児期から児童期における嘲笑理解の

発達を踏まえた道徳教育プログラムの

開発 

900 270 1,170 

基盤研

究(C) 

代表 

新規 

小宮 富子 

モダリティ表現を中心に日本人英語の

語用論的特徴を同定する国際英語論的

研究 

1,000 

-500 

300 

-150 
650 

基盤研

究(C) 

分担 

新規 

大倉健太郎 

米国チャータースクールにおける管理

運営組織の支援による効果的学校経営

モデルの開発 

350 105 455 

基盤研

究(C) 

分担 

新規 

矢藤誠慈郎 
韓国における幼児教育・保育の現状と発

展方向に関する調査研究 
150 45 195 

基盤研

究(C) 

分担 

新規 

小宮 富子 

母国話者英語を単一規範としない国際

汎用性重視の英語新評価の有効性に関

する実証研究 

250 75 325 

合計   3,900 1,170 5,070 
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（１４）教育情報の公表（大学の教育情報公表の促進）・大学ポートレート（私学版） 

    大学が公的な教育機関として、社会に対する説明責任を果たすとともに、その教育

の質を向上させる観点から、従来から実施されていた財務情報の公開（平成 17 年私学

法改正）に加えて、教育情報の一層の公表促進から学校教育法施行規則の改正がなさ

れその対応をしています。引き続き平成 30 年度でも情報公開をしています。学園ホー

ムページにて 

① 教育研究上の基礎的な情報（学科、施設、学納金等） 

② 修学上の情報等（教員組織、各教員が有する学位及び業績、教育課程等） 

③ 財務情報（事業報告書及び計算書類等） （平成 30 年 5 月 30 日公開） 

  を公開し、また、データベースを用いた教育情報の活用・公表のための共通な仕組 

みを構築するため大学ポートレートが実施されました。各大学の基本情報、学生情 

報、教員情報、特色、取組事項等日本私立学校振興共済事業団により平成 26 年 10 

月 1 日から公開されています。 

 

（１５）私立大学等改革総合支援事業 

   大学の教育の質的転換、地域発展、産業界・他大学等との連携、グローバル化といっ

た改革に全学的、組織的に取り組む私立大学に対する支援を強化するため、経常費・設

備費・施設費を文部科学省が一体的に財政支援をする事業です。「私立大学等改革総合

支援事業調査票」の回答をもとに点数化を行って、一定の点数以上の大学等には、一般

補助として「教育研究経常費」（教員経費・学生経費）の一定割合を加算して増額する。

また特別補助では、タイプごとに調査票による点数に応じた一定額を増額するもので

す。平成 30 年度では、岡崎女子大学、岡崎女子短期大学ではタイプ１、２ともに選定

はされていません。 

 

（１６）私立大学研究ブランディング事業の選定 

私立大学研究ブランディング事業とは、学長のリーダーシップの下、大学の特色あ

る研究を基軸として、全学的な独自色を大きく打ち出す取組を行う私立大学に対し

て文部科学省が経常費（定額補助金）を支援するものです。研究を研究者個人の学術

的な側面だけに留まらせず、大学の組織的な取組みへと昇華させ、全学的な看板と

なる研究を推進し、その成果をもって、大学の目指す将来展望に向けて独自色や魅

力を発信する取組です。 

本学は、タイプＡ（社会展開型）に申請をし、平成 29 年 11 月に 60 校のうちの 1

校に選定されました。内容は、以下の通りですが、財政支援は平成 31 年度をもって

終了となります。   

・選定大学 ：岡崎女子短期大学 

 ・事業名  ：「子ども好適空間」研究拠点事業 
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 ・支援期間 ：平成 29 年度から 5年間 

 ・特別補助金交付額（平成 30 年度） 40,000 千円 

・事業概要 

幼児教育学科で培われてきた保育、幼児教育に対する知見の蓄積と地域に対   

する子育て支援、現代ビジネス学科において実践しているユニバーサルデザイ   

ン、住環境デザインの教育・研究、及び産学連携事業を学内横断的に接続し子ども

が安全に活動し、子どもにとって居心地が良く夢中になれる空間を研究する「子ど

も好適空間研究所」を本学独自のブランドとして確立し、研究成果を地域の子ども

園、幼稚園、保育所、企業、子育て世帯等に還元する。 

平成 30 年度活動は以下の通りです。 

① 子ども教育フォーラムシンポジウム開催：平成 30 年 12 月 9 日（日）13：00 

   「子どもの未来につながる教育・保育の質を問う～子どもにとっての好適空間 

    とは～」 

話題提供者  鶴見大学短期大学部 准教授 仙田 孝氏 

           青松こども園 副園長 黒澤 浩氏 

           豊田市高美こども園 保育士 馬渕 真帆氏       

指定討論者  岡崎女子短期大学 准教授 町田 由徳氏 

     司会    岡崎女子大学 教授 佐善 圭氏 

② 子ども好適空間研究活動事業 

    必須研究（6件）、事業共同研究（2件）、個人研究（2件） 

③ 広報活動 

    ＰＲボトルウォーター制作配付 

     hygge ミッケ隊結成 

  ・おかざき未来・夢・プロジェクト 子ども子育てラウンドテーブル 

④ 外部価委員会の開催 

    日時   平成 31 年 3 月 25 日（月）13：00 

    外部評価委員会委員 

相模女子大学 教授 斎藤 正典氏 

東京造形大学 教授 地主 廣明氏 

岡崎市 子ども部 保育課主幹 成瀬 節子氏 

岡崎市 建築部課長 根本 健一氏 

    

（１７）大学ガバナンス改革と運営組織 

   知識基盤社会の到来、ＩＣＴの普及、急速なグローバル化等社会環境の急激な変化

に対応して国公立大学法人制度の導入、私学法の改正、質保証への取り組み、大学の教

育情報の公表義務化等大学改革が進められてきましたが、大学の意思決定過程におい
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て必ずしも権限と責任の所在が一致していないことから、学長のリーダーシップの確

立を図るべく「大学ガバナンス改革の推進について」（平成 26 年 2 月 12 日中央教育審

議会）答申がなされ、学校教育法の一部改正がありました。それに伴い本学では、各大

学の学則他内部規則の見直し・点検、諸規程の改正をして実施しているところです。平

成 29 年度に事務局組織を法人事務局及び大学事務局に分け、更に、平成 30 年度では、

学修支援、教育・保育職、国際交流、保健管理、研究支援の各センター組織等を廃止し

統合を行いました。 

 

（１８）ＳＤ研修 

   「学士課程教育の構築に向けて」答申（中央教育審議会平成 20 年 12 月 24 日答申）

以来、教員、職員の職能開発については多くの検討がなされてきたところです。職員で

は、大学経営をめぐる課題が高度化・複雑化する中、大学の管理運営や教育研究活動の

支援等大学職員の職能開発（ＳＤ スタッフ・ディベロップメント）はますます重要と

なってきています。特に平成 28 年度から研修の機会を設けるものとする大学設置基準

が改正され、その必要性が重要となっています。本学では、教育研究の向上や大学管理

運営の効率化等を通じた大学経営の改善を目的とする職員の専門性を高めるため「Ｓ

Ｄ委員会」により組織的に取り組んでいます。平成 30 年度では、学務システムの導入

と内部質保証、経営問題・労働問題（働き方改革）、学生支援の 3つの各テーマにより

グループ別研修を行いました。他大学訪問調査では、皇學館大學（三重県伊勢市、平成

30 年 9 月 14 日）を訪問致しました。 

また、講演研修会として、「日本私学振興共済事業団経営相談の報告」（平成 31 年 2

月 22 日 学校法人清光学園 副理事長 永井 量基）を実施しました。更に人権問題

研修、ＦＤ委員会との合同研修、私立大学協会、日本私立短期大学協会等各種団体の研

修会に参加しました。 

 

（付属幼稚園） 

（１９）施設・設備改善事業 

園児への安全、安心への環境整備から、防犯対策、園舎改善を進めてきましたが各園

の特色ある教育目標を実現するとともに、園児への更なる支援の強化をはかるため、備

品の購入を致しました。（10 万円以上） 

① 付属第一早蕨幼稚園 

木製雑誌・絵本スタンド ６点 （345 千円） 

スライドテント （128 千円） 

② 付属第二早蕨幼稚園 

特になし 

③ 付属嫩幼稚園園舎  
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すいすいプール（996 千円） 

   軽テーブル 4 点（136 千円） 

 

（２０）園児の確保と教育 

①付属幼稚園の教育理念である「自立」「慈愛」「創造」を基本に生きる力を培うため各園

では特色ある教育に取り組んでいます。また、従来から取り組んでいる預かり保育事業、

安全安心の観点から取り組んできた設備改善事業、保護者と共に歩む教育を実践して

きた結果、地域から信頼が寄せられていると判断しています。平成 30年度入園者数は、

239 名となり、全体で園児数 685 名（29 年度は 678 名）となり、ここ数年、安定した

園児数の確保となりました。本学園の幼稚園教育の原点を見つめ、更なる教育の充実と

付属 3園それぞれの特色を生かした保育内容の向上に引き続き努める所存です。 

②付属幼稚園における預かり保育、特別支援教育の実績 

保護者や地域のニーズに対応する子育て支援事業の一つとして、教育時間の終了後に

希望する者を対象に教育活動を行う「預かり保育」を実施しています。 

平成 30 年度では、延べ 11,580 人の実績となりました。その内訳（延べ）は嫩幼稚園

（2,814 人 186 日）、第一早蕨幼稚園（5,393 人、166 日）、第二早蕨幼稚園（3,373 人、

177 日）でした。 

また、障がいをもった園児への特別支援教育では、嫩幼稚園 21 人、第一早蕨幼稚園 9

人、第二早蕨幼稚園 5人が在籍しました。 

 

（２１）将来計画の検討 

   子ども・子育て新システム関連 3 法を踏まえて、中長期計画により付属幼稚園の全

体の運営、各幼稚園の教育内容の特色、将来構想計画、特に園舎老朽化に伴う教育環境

問題（付属嫩幼稚園）について、理事会のもと将来計画委員会が設置され検討いたしま

した。平成 30 年度では、子ども・子育て支援制度（平成 27 年 4 月スタート）への円滑

な移行、施設給付型への財政的検討、認定子ども園、付属幼稚園の教育目標、付属嫩幼

稚園園地借地、付属嫩幼稚園移転用地検討、認定子ども園民間移管の検討がなされまし

た。 

 

（２２）平成 30 年度教学事業の主な内訳  

①大学・短期大学 

（ 省 略 ）  

 

②付属幼稚園の行事 

（ 省 略 ） 
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（２３）経営基盤の強化 

①施設整備等（機器備品購入および主な施設修繕） 

（ 省 略 ） 

 

（２４）法人の管理・運営 

①理事会の開催状況（平成 30 年度） 

（ 省 略 ） 

 

②評議員会の開催状況（平成 30 年度） 

（ 省 略 ） 

 

③監事監査充実の取組 

監事は、理事会・評議員会に出席し、経営面に限らず、教学面を含めた学校法人運営

全体について意見表明をしています。理事会・評議員会資料は事前に送付され、質問や

意見がある場合、理事会においてその協議、報告がなされる等、監事相互の情報交換も

なされ、監事間の連携、理事会との意思疎通も図られています。監査の充実をはかるた

めの取組として、財務状況に関する監査をより充実する観点から、公認会計士が行う監

査との連携をはかるため、書面のみではなく、会計監査に立ち会っています。（平成 30

年度決算では、監事、公認会計士、内部監査、令和元年 5 月 10 日実施）さらに、監事

監査を支援するため内部監査（毎月 1回）を実施し、財務業務関係について報告がなさ

れています。監事の職務が、学校法人の業務監査と財務状況の監査であることに鑑み、

常任理事会の報告（理事会において、必ず報告している）、運営課題の報告がなされ監

査の実効性を高める努力をしています。また、監事間の連携を更に充実させるために、

理事会開催日に意見交換の場を確保し、迅速な報告や会議の開催等を実施し、情報の共

有化を図っています。 

 

・監事監査業務 

監査日程 主な内容 備考 

平成 30 年 5月 22 日 平成 29 年度監事監査報告書  

平成 30 年 5月 28 日 

     8 月 6 日 

    10 月 31 日 

    12 月 13 日 

平成 31 年 2月 5日 

     3 月⒛日 

  

 

理事会・評議員会に出席し意見を述べ     

る。 
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監事意見 

平成 30 年 5月 28 日 

から平成31年4月20

日 

 

 

 

 

 

・奨学費支出の抑制管理 

・大学の教員採用計画と人件費抑制 

・再雇用者の給与について 

・収支のバランスを考え経営基盤の強

化を図る事（支出の抑制） 

・研究ブランディング事業における経

費の支出予算管理 

・学長裁量経費予算管理 

・経営改善計画の策定実行 

・学園組織変更に係る手続き 

 

（対応） 

・大学及び短期大学の

教員配置を計画的に

考える。 

・再雇用者給与規程の

制定 

・監事の意見を伺い今

後の運営に生かす。 

 

令和元年 5月 10 日 

     

平成 30 年度決算における業務監査及び

会計監査、大学の収支バランスと経営改

善方策 

公認会計士監査 

内部監査に立ち会い 

 

 

 

令和元年 5月中旬  

 

平成 30 年度監事監査報告書 

本塚雅英監事（5月 22 日） 

深津茂樹監事（5月 22 日） 

 

・内部監査 

財務監査、税務会計、収益事業監査、等会計監査人監査、監事監査からの指摘事項等

監査の実効性を高めるために、内部監査（税理士）を置き改善指導を受けている。定例

的（月 1回）に指導監査・協議を開催しています。平成 30 年度では、常任理事会に係

る業務運営の監査、財産目録、計算書類、経常経費に関するチェック、収益事業に関す

る帳簿監査、学長裁量経費、科学研究費、研究費等経費に関する帳票書類の監査を実施

しました。（平成 30 年 4 月～平成 31 年 3 月まで 12 回開催）令和元年 5 月 10 日 監

事、内部監査、公認会計士監査による平成 30 年度決算に係る連絡協議会を開催しまし

た。 

④常任理事会 

学校法人管理運営業務の機能強化や理事会の円滑な運営をはかるために、常任理事

会（常任理事会規程制定 平成 23 年 4 月 1日施行）が設置されました。理事会と常任

理事会の付議事項を明確にし、意思決定、業務執行の円滑化を図っています。平成 30

年度では、第 1 回常任理事会（平成 30 年 4 月 6 日）から第 24 回常任理事会（平成 31

年 3 月 27 日）を開催しました。業務は常任理事会規程第 6条にもとづき実施していま

す。常任理事会の事項については、必ず理事会において議案報告し承認されています。 

⑤大学運営協議会 

理事会と教学組織との意思疎通をはかるために、大学運営協議会（大学運営協議会規
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則制定 平成 23 年 4 月 1日施行、平成 25 年 4 月一部改正施行）が設置されています。

協議する事項は、規則第 6条に定められています。平成 30 年度では、第 1回（平成 30

年 4 月 4日）から第 12 回（平成 31 年 3 月 6日）理事会及び常任理事会の報告協議、大

学・短期大学運営会議事項の報告協議等がなされました。 

⑥登記事項 

・資産総額変更登記 （名古屋法務局岡崎支局） 

   68 億 7,601 万 9,802 円（平成 30 年 3 月 31 日） 平成 30 年 5 月 28 日登記 

⑦認可・届出事項 

（平成 30 年度） 

 ・就業規則変更届 （平成 31 年 3 月 8日 岡崎労働基準監督署） 

 ・岡崎女子大学学則の一部変更届 

 ・岡崎女子短期大学学則の一部変更届 

（平成 29 年度） 

 ・役員変更届 

  学長変更、役員交代による役員の変更 

  （平成 29 年 4 月 25 日付 文部科学大臣） 

  （平成 29 年 4 月 25 日付 愛知県知事） 

 ・岡崎女子大学学則の一部変更届 

  小学校教諭一種免許状授与の所要資格を得させるための教育課程変更 

  （平成 29 年 4 月 24 日付 文部科学大臣） 

 ・岡崎女子短期大学学則の一部変更届 

  現代ビジネス学科教育課程変更 

  （平成 29 年 4 月 24 日付 文部科学大臣） 

⑧主な諸規程の制定、一部改正の決定 

（平成 30 年度） 

 ・岡崎女子大学学則の一部改正    （平成 31 年 4 月 1 日施行） 

 ・岡崎女子短期大学学則の一部改正   （平成 31 年 4 月 1日） 

 ・学校法人清光学園職員給与規程一部改正  （平成 31 年 4 月 1 日施行） 

・学校法人清光学園岡崎女子大学・岡崎女子短期大学就業規則の変更 

（平成 31 年 4 月 1 日施行） 

・再雇用者の給与等に関する規程   （平成 31 年 4 月 1 日施行） 

・事務職員等の採用・昇任に関する規程   （平成 31 年 2 月 5 日施行） 

・幼稚園長等に関する規程    （平成 30 年 8 月 6 日施行） 

・学校法人清光学園衛生委員会の一部改正  （平成30年10月24日施行） 

・岡崎女子大学奨学生規程の一部改正   （平成 31 年 4 月 1 日施行） 

・岡崎女子大学高大連携特別指定校推薦奨学金制度規程 （平成 31 年 4 月 1 日施行） 
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・学校法人清光学園経営戦略室規程   （平成30年7月24日施行） 

・岡崎女子大学。岡崎女子短期大学図書研究委員会規程の一部改正 

                        （平成 30 年 4 月 1日施行） 

・学長裁量経費規程     （平成30年9月28日施行） 

・岡崎女子大学・岡崎女子短期大学協働推進センター規程 （平成 30 年 4 月 1 日施行） 

・学校法人業務組織規程一部改正   （平成 31 年 2 月 5 日施行） 

・岡崎女子大学・岡崎女子短期大学ＩＲ推進室規程 （平成 31 年 2 月 5 日施行） 

・岡崎女子大学・岡崎女子短期大学公的研究費の管理・監督体制一部改正 

（平成 31 年 2 月 5日施行） 

・岡岡崎女子大学・岡崎女子短期大学公的研究費不正防止計画の一部改正 

                        （平成 31 年 2 月 5日施行） 

・岡崎女子大学・岡崎女子短期大学公的研究費に係る間接経費取り扱い一部改正 

                        （平成 31 年 2 月 5日施行） 

・岡崎女子大学・岡崎女子短期大学公的研究費内部監査規程の一部改正 

                        （平成 31 年 2 月 5日施行） 

・岡崎女子大学・岡崎女子短期大学公的研究費内部監査要項の一部改正 

                        （平成 31 年 2 月 5日施行） 

・岡崎女子大学・岡崎女子短期大学における研究活動に関する不正防止等に関する規 

 程の一部改正     （平成 31 年 2 月 5 日施行） 

（平成 29 年度） 

 ・岡崎女子大学名誉教授称号授与規程   （平成29年5月26日施行） 

 ・岡崎女子短期大学名誉教授称号授与規程一部改正 

（平成 29 年 5 月 26 日一部改正施行） 

・岡崎女子大学、岡崎女子短期大学における研究活動に関する不正行為防止規程 

                   （平成 29 年 12 月 11 日施行） 

 ・研究推進センター規程一部改正   （平成29年5月29日施行） 

 ・研究倫理委員会規程         （平成 30 年 4 月 1 日一部改正施行） 

 ・教員資格審査委員会規程      （平成 30 年 4 月 1 日一部改正施行） 

・岡崎女子短期大学教育職員の勤務に関する内規 

（平成 30 年 4 月 1日一部改正施行） 

 ・愛知県外出身者支援奨学金制度規程 

（平成 29 年 10 月 24 日施行、平成 30 年 4 月 1日適用） 

 ・学校法人清光学園任期付教員任用規程の一部改正 （平成 30 年 4 月 1 日施行） 

 ・学校法人清光臨時職員勤務規程の一部改正        （平成 30 年 4 月 1 日施行） 

 ・学校法人清光学園無期転換職員勤務規程         （平成 30 年 4 月 1 日施行） 

 ・岡崎女子大学・岡崎女子短期大学非常勤講師一部改正 （平成 30 年 4 月 1日） 
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 ・勤勉手当支給における成績率適用の基準内規の一部改正 

（平成 29 年 10 月 31 日一部改正施行） 

・教職・保育職支援センター規程                     （平成 29 年 4 月 1日施行） 

⑨財務情報の公開 

  平成 30 年度事業報告を財務情報の公開とともに実施 

  平成 30 年 5 月 30 日  平成 29 年度事業報告書、決算書備付 

  平成 30 年 6 月 5日  学園ホームページ掲載（リニューアル） 

  大学ポートレート公開（平成 26 年 10 月 1 日から継続実施） 

 

（２５）特記事項 

（1）地域の自治体と岡崎女子大学・岡崎女子短期大学との連携協力に関する協定 

本学の人的・知的資源の交流と物的資源の活用を図り多様な分野で連携協力をし  

ていくために岡崎市と協定を締結しました。（平成 26 年 4 月 22 日付）連携協力の事

項は、子育て支援等社会福祉の向上に関すること、人材育成及び生涯学習に関する

こと、安全・安心のまちづくりに関すること、等です。具体的には、親と子どもの

発達センターとの相互交流、大学教員による市の保育士等の研修、保育園への子育

て巡回指導、子育て支援に関する調査研究等を実施しています。更に、地域連携へ

の充実を図るために平成 30 年度では、豊田市、知立市、西尾市（平成 31 年度）と

の地域連携協定締結を行いました。 

 

（2）学務システムの導入 

岡崎女子大学が新たに設置され、学生サービス機能やＷｅｂ上の情報発信も今の

ＩＴ社会の現状を考慮すると不十分となっていること、また、教育の質的転換、高

大接続改革等様々な大学改革への対応がシステム上確立されているとは言い難く、

特に Web シラバス、学修成果の把握や可視化、ポートフォリオへの取り組みに課題

があることから、新たに学務システムを平成 29 年 10 月導入（ステップ１）し、平

成 29 年度から、入試募集から就職指導までの基幹機能のリプレイス、ポータルサイ

ト、学生カルテ Web シラバス、Web 履修登録、Web 成績登録等本格的に始動しまし

た。平成 30 年度では、ステップ２として、保健管理、実習管理、学納金管理、施設

設備予約、出欠情報等各システム導入を図りました。 

 

（3）日本私学振興・共済事業団経営相談の実施 

岡崎女子大学開設（平成 25 年度）に伴う、文部科学省大学設置に係る寄附行為

（変更）認可後の財政状況及び施設等整備状況調査（平成 29 年度）の結果について、

改善意見として、①近年、基本金組入前当年度収支差額がマイナスの状態で継続し

ていることから、収支の均衡を前提とした中長期的な財政計画の策定・実行など、
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経営基盤の安定確保を図ること。②事業活動支出に対する教育研究経費の割合が同

系統の大学等を設置する学校法人に比べ低く、また、近年の割合が低下傾向にある

ことから、教育研究条件の充実向上を図ること。③今後の定員充足の在り方につい

て検討し、定員未充足の改善に取り組むこと（岡崎女子短期大学現代ビジネス学科）

がありました。平成 30 年度においてその改善にそれぞれ努力をしてきましたが、経

営状況については同じような状況が予測されています。従って、その経営改善対策

計画を策定するために経営相談、指導を受けました。 

日時 平成 30 年 11 月 28 日（水）午後 1時 

場所 本学 

指導 日本私立学校振興・共済事業団 私学経営情報センター経営支援室 

      

（4）経営改善計画・中期計画の策定 

中期財政計画により大学設置完成年度（平成 28 年度）に財政収支の均衡を目標

に努力を重ねて参りましたが、その後もなお学生の確保及び支出の増加抑制がなさ

れていない現状に鑑み、収支均衡による経営基盤の安定強化、事業成長性の確保の

ために、経営改善の具体策を早急に図る必要性があるとの判断に至りました。また、

予算の策定では支出抑制の方針、収支均衡の方針で臨んでまいりましたが、決算に

おける財務関係比率分析では、事業活動収支の速やかな改善とりわけ人件費比率の

改善が急務であり、経費の抑制策が必要不可欠、喫緊の課題となっています。 

日本私立学校振興・共済事業団の経営相談を受け、平成 30 年度経営戦略室会議、 

理事会等において検討を重ね策定を致しました（平成 31 年 3 月 20 日理事会承認 

持続可能な財政運営を求めて）今後、学生の確保対策や施設整備計画等中長期の計

画を含めて経営改善計画を着実に実行することにより、学園の教育の維持・継続・

発展に努力して社会の負託に応えていきます。 
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３．財務の概要  

本学園は、教育の質向上と財政の持続可能性の確保を目標としています。岡崎女子大

学設置（平成 25 年度 4月開学）後の教育研究活動運営の円滑な実施と厳しい学生確保

への対応状況に鑑み、絶えず危機意識をもって経営に取り組んでいます。 

岡崎女子大学（平成 25 年開学 子ども教育学部 入学定員 100 名）では、平成 30 年

度 3 期生の卒業生を送り出し、引き続き良好な就職状況の結果となっており学生募集

の状況もやや好転しています。しかし、経営状況は、学生数の定員未充足（収容定員 400

名学生数 311 名 定員充足率 0.78）が続いていることから収入の確保が不十分であり

支出超過となっています。 

   岡崎女子短期大学では、収支のバランスが概ねとれており良い状況と判断できます

が、幼児教育学科がほぼ安定的な学生確保がなされているのに対して、現代ビジネス学

科では、入学希望者の減少が続いていることから入学定員を平成 29 年度から 70 名に、

更に平成 31 年度から 50 名に減少変更しています。現代ビジネス学科の収支均衡が課

題です。 

   付属幼稚園では、園児数の確保が安定しており、収支のバランスがとれており良好な

状況です。 

今後は、岡崎女子大学の学生確保への取り組みの継続、現代ビジネス学科を含めた短

期大学の将来計画、付属嫩幼稚園将来計画等諸課題を踏まえて、引き続きそれぞれの観

点から努力を重ね収支均衡を目指しつつ経営と教育の好循環の確立に向け、財政健全

化に努めていきます。 

 

当期の決算内容について、その概況を報告いたします。 

 

   平成 30 年度の収支状況を資金収支計算書により資金の流れでみますと、収入額 

  は学生生徒納付金収入（11 億 7,661 万円）、補助金収入、資産運用収入、事業収入（収

益事業収入他）入学時納付金の前受金、その他等を含め、16 億 3,590 万円、前年度よ

り繰り越された 15 億 6,758 万円を加えると、収入の部合計は 32 億 347 万円となりま

した。一方、支出額は、人件費（10 億 9,046 万円）、教育研究経費（3億 6,628 万円）、

管理経費（1億 1,627 万円）、借入金等利息支出（0）、借入金等返済支出（0）施設関係

支出（2,430 万円）設備関係支出（2,770 万円）等により、16 億 9,581 万円であった

ので、差し引き 15 億 766 万円が次年度への繰越支払資金となり、前年度末より 5,992 

万円が減少しました。 

更に、活動区分資金収支計算書では、教育活動による資金収支における収入が 15 億

8,594 万円、支出が 15 億 7,302 万円であり調整勘定を加えて 169 万円の収入超過、施

設整備等活動による資金収支、その他活動による資金収支を加えて前述のとおり 5,992
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万円の資金減少となっています。従って、喫緊の課題は資金収支を収入超過とすること

です。 

 

つぎに、財政の健全性、収入と費用のバランスから経営状況を表す事業活動収支計算

書の概要についてみますと、 

収入では、学生生徒等納付金（11 億 7,661 万円）、手数料、寄付金、経常費補助金（3

億 496 万円）、付随事業収入、雑収入等を含め、事業活動収入の合計は 16 億 592 万円

（対前年度実績比 3,192 万円 2.0％増）となりました。 

一方、事業活動支出では、人件費（11 億 149 万円）、教育研究経費（5億 3,302 万円）

管理経費 1億 3,307 万円）など合計 17 億 6,824 万円となりました。予算との対比では、

人件費、教育研究経費、管理経費とも予算を下回りました。教育活動外収支（777 万円）

を加え、経常収支差額は△1億6,671万円、経常収支差額比率は△10.4％となりました。

支出超過の要因は、岡崎女子大学（平成 25 年開設）の学生数がなお収容定員未充足と

なっていること、短期大学の現代ビジネス学科の学生数の減少、また、人件費をはじめ

経費支出の抑制が不十分であること、等収支の不均衡があります。そして、特別収支 439

万円を加えて基本金組入前当年度収支差額は△1 億 6,232 万円、基本金組み入れ額△

303 万円、当年度収支差額は△1億 6,535 万円となりました。 

 

また、学園の財政状態を示す貸借対照表（収益事業を除く）については、平成 31 年

3 月 31 日現在の資産の総額は 72 億 8,048 万円で、その内訳は、有形固定資産（52 億

132 万円）、特定資産（4億 9,106 万円）、その他固定資産（2,556 万円）、流動資産（15

億 6,253 万円）であります。 

他方、負債の総額は、固定負債（退職給与引当金 3億 6,927 万円）、流動負債（未払

金、前受金等 2億 668 万円）合計 5億 7,595 万円で、基本金は 103 億 6,965 万円とな

り、内訳は校地、校舎、機器備品、図書など教育・研究に必要な資産の自己資金調達額

を示す第１号基本金が 101 億 9,522 万円、第３号基本金（奨学基金）5,000 万円、第４

号基本金（継続保持の一定額組み入れ）1億 2,443 万円となっています。そして、翌年

度繰越収支差額は、△36 億 6,512 万円になりました。 

 

財政の健全化については、自己資金の充実、資産構成、負債への備え、負債の割合の

観点から、自己資金構成比率、流動資産構成比率、流動比率、前受金構成比率、負債率

等の分析を見る限り、学園の存続を可能とする財源は今のところ維持されていると判

断しています。しかし、岡崎女子大学の学生確保、経費支出の増加により経常収支の赤

字が継続していることから、運用資産余裕比率 1.08、積立率 36.3％と年々共に低下し

ており、危機感を持ちながら資金の保有、経営改善に努めます。 

 



42 

 

収益事業決算では、別紙損益計算書、貸借対照表のとおりでありますが、学校法人会

計繰入金として、674 万円を収益事業収入に繰り入れています。 

   



ᾀẅ資᣿収支計算書

ᵑஉᵑᵏ日࠰成ᵑᵏ࠯ᵒஉᵏ日ẅ～ẅ࠰成ᵑᵎ࠯ ί単位ẅ千円ὸ
予算額 決算額 差異 概要

ᵏ 学生生徒等納付᣿収入 ᵏ,ᵏᵕᵖ,ᵏᵓᵏ ᵏ,ᵏᵕᵔ,ᵔᵎᵓ ᵏ,ᵓᵒᵓ 授業料収入等Ẇ学生生徒ẦỤ納付さủた収入

ᵐ 手数料収入 ᵏᵔ,ᵗᵎᵎ ᵏᵕ,ᵕᵏᵑ △ ᵖᵏᵑ 入学検定料や証明手数料等ỉ手数料収入

ᵑ 寄付᣿収入 ᵎ ᵎ ᵎ ờỉỆợỦ寄付ί現物寄付ὸを除いた寄付᣿

ᵒ 補助᣿収入 ᵑᵏᵑ,ᵓᵎᵎ ᵑᵎᵒ,ᵗᵔᵏ ᵖ,ᵓᵑᵖ

ᵓ ẅẅ国庫補助᣿収入 ᵏᵕᵕ,ᵎᵎᵎ ᵏᵓᵓ,ᵓᵐᵎ ᵐᵏ,ᵒᵖᵎ 国ẦỤỉ助成᣿

ᵔ ẅẅ地方公共団体補助᣿収入 ᵏᵑᵔ,ᵓᵎᵎ ᵏᵒᵗ,ᵒᵒᵏ △ ᵏᵐ,ᵗᵒᵏ 地方公共団体等ẦỤỉ助成᣿

ᵕ 資産売却収入 ᵎ ᵎ ᵎ 資産ỉ売却代᣿ỆợỦ収入

ᵖ 付随事業・収益事業収入 ᵐᵓ,ᵏᵎᵎ ᵐᵒ,ᵖᵎᵑ ᵐᵗᵔ 教育研究Ệ付随すỦ活動ỉ収入

ᵗ Ӗӕ利息・配当᣿収入 ᵕᵒᵔ ᵏ,ᵎᵐᵔ △ ᵐᵖᵎ ᣿融資産ỉ運用等ỆợỦ収入

ᵏᵎ 雑収入 ᵔᵎ,ᵔᵗᵎ ᵔᵖ,ᵔᵎᵎ △ ᵕ,ᵗᵏᵎ 他ỉ収入科目Ệᛆ当しễい収入

ᵏᵏ 借入᣿等収入 ᵎ ᵎ ᵎ 借入を実行した際ỉ借入᣿

ᵏᵐ 前Ӗ᣿収入 ᵏᵏᵎ,ᵔᵔᵎ ᵗᵎ,ᵔᵎᵑ ᵐᵎ,ᵎᵓᵔ 翌࠰度以降ỉ収入とすỔẨ入᣿額

ᵏᵑ そỉ他ỉ収入 ᵏᵏᵓ,ᵎᵐᵑ ᵏᵏᵑ,ᵓᵏᵑ ᵏ,ᵓᵎᵗ 特定資産ỉӕ崩収入Ẇ預ụ᣿収入等ỉ収入

ᵏᵒ 資᣿収入調整ѥ定 △ ᵏᵓᵖ,ᵗᵗᵓ △ ᵏᵔᵏ,ᵗᵑᵐ ᵐ,ᵗᵑᵕ 当ᛆ࠰度Ệ入᣿さủễい収入ỉ調整

ᵏᵓ 前࠰度繰越支払資᣿ ᵏ,ᵓᵔᵕ,ᵓᵕᵖ ᵏ,ᵓᵔᵕ,ᵓᵕᵖ 前࠰度ẦỤ繰ụ越さủた支払資᣿

ᵏᵔ 収入ỉ部合計 ᵑ,ᵐᵐᵗ,ᵑᵓᵐ ᵑ,ᵐᵎᵑ,ᵒᵕᵑ ᵐᵓ,ᵖᵕᵗ

予算額 決算額 差異 概要
ᵏᵕ 人件費支出 ᵏ,ᵏᵏᵗ,ᵎᵔᵎ ᵏ,ᵎᵗᵎ,ᵒᵔᵒ ᵐᵖ,ᵓᵗᵓ 給与Ẇ役員報酬Ẇ退職᣿等ỉ支出

ᵏᵖ 教育研究経費支出 ᵒᵐᵎ,ᵎᵑᵓ ᵑᵔᵔ,ᵐᵕᵖ ᵓᵑ,ᵕᵓᵔ 教育研究ỉたỜỆ支出すỦ経費

ᵏᵗ 管理経費支出 ᵏᵏᵕ,ᵒᵖᵏ ᵏᵏᵔ,ᵐᵕᵏ ᵏ,ᵐᵎᵗ 教育研究以外Ệ学校運営上支出すỦ経費

ᵐᵎ 借入᣿等利息支出 ᵎ ᵎ ᵎ 借入᣿ỉ利息支払いỆợỦ支出

ᵐᵏ 借入᣿等返済支出 ᵎ ᵎ ᵎ 借入᣿ỉ元᣿返済ỆợỦ支出

ᵐᵐ 施設関係支出 ᵐᵓ,ᵐᵓᵎ ᵐᵒ,ᵑᵎᵎ ᵗᵓᵎ 土地Ẇ建物Ẇ構築物等ỉӕ得Ệ伴う支出

ᵐᵑ 設備関係支出 ᵒᵖ,ᵐᵎᵖ ᵐᵕ,ᵔᵗᵕ ᵐᵎ,ᵓᵏᵎ 備品Ẇ図書Ẇ電ᛅ加入権等ỉӕ得Ệ伴う支出

ᵐᵒ 資産運用支出 ᵖᵎ,ᵎᵎᵎ ᵖᵎ,ᵎᵎᵎ ᵎ ஊ価証券ỉ運用Ẇ特定資産ồỉ繰入等ỉ支出

ᵐᵓ そỉ他ỉ支出 ᵖᵕ,ᵖᵎᵓ ᵖᵕ,ᵗᵓᵗ △ ᵏᵓᵒ 未払᣿Ẇ預ụ᣿ỉ精算等Ệ伴う支出

ᵐᵔ ί予備費ὸ ᵗ,ᵓᵎᵎ ᵗ,ᵓᵎᵎ 予備費を使用した場合Ệ計上

ᵐᵕ 資᣿支出調整ѥ定 △ ᵖᵐ,ᵑᵔᵎ △ ᵗᵕ,ᵏᵔᵎ ᵏᵒ,ᵖᵎᵎ 当ᛆ࠰度Ệ出᣿さủễい支出ỉ調整

ᵐᵖ 翌࠰度繰越支払資᣿ ᵏ,ᵒᵎᵒ,ᵑᵕᵑ ᵏ,ᵓᵎᵕ,ᵔᵔᵏ △ ᵏᵎᵑ,ᵐᵖᵕ 翌࠰度Ệ繰ụ越す支払資᣿

ᵐᵗ 支出ỉ部合計 ᵑ,ᵐᵐᵗ,ᵑᵓᵐ ᵑ,ᵐᵎᵑ,ᵒᵕᵑ ᵐᵓ,ᵖᵕᵗ

※ 表示額ỉ端数調整：計算書ỉ᣿額欄Ệついて千円未満ỊЏ捨てỆợỦ表示ỉたỜẆ合計等ầ一致しễい場合ầあỦẇ

科目
収入ỉ部

支出ỉ部



ᾁẅ活動区Ў資᣿収支計算書

ᵑஉᵑᵏ日࠰成ᵑᵏ࠯ᵒஉᵏ日ẅ～ẅ࠰成ᵑᵎ࠯ ί単位ẅ千円ὸ
᣿額 概要

ᵏ 学生生徒等納付᣿収入 ᵏ,ᵏᵕᵔ,ᵔᵎᵓ

ᵐ 手数料収入 ᵏᵕ,ᵕᵏᵑ

ᵑ 経常費等補助᣿収入 ᵑᵎᵒ,ᵗᵔᵏ

ᵒ 付随事業収入 ᵏᵖ,ᵎᵔᵏ

ᵓ 雑収入 ᵔᵖ,ᵔᵎᵎ

ᵔ 教育活動資᣿収入計 ᵏ,ᵓᵖᵓ,ᵗᵒᵐ

ᵕ 人件費支出 ᵏ,ᵎᵗᵎ,ᵒᵔᵒ

ᵖ 教育研究経費支出 ᵑᵔᵔ,ᵐᵕᵖ

ᵗ 管理経費支出 ᵏᵏᵔ,ᵐᵕᵏ

ᵏᵎ 教育活動資᣿支出計 ᵏ,ᵓᵕᵑ,ᵎᵏᵓ

ᵏᵏ ᵏᵐ,ᵗᵐᵕ

ᵏᵐ △ ᵏᵏ,ᵐᵒᵏ

ᵏᵑ ᵏ,ᵔᵖᵓ

᣿額

ᵏᵒ

ᵏᵓ

ᵏᵔ 施設整備等活動資᣿収入計 ᵎ

ᵏᵕ 施設関係支出 ᵐᵒ,ᵑᵎᵎ

ᵏᵖ 設備関係支出 ᵐᵕ,ᵔᵗᵕ

ᵏᵗ 施設整備等活動資᣿支出計 ᵓᵏ,ᵗᵗᵕ

ᵐᵎ △ ᵓᵏ,ᵗᵗᵕ

ᵐᵏ △ ᵐᵎᵗ

ᵐᵐ △ ᵓᵐ,ᵐᵎᵔ

△ ᵓᵎ,ᵓᵐᵏ

᣿額

ᵐᵑ ஊ価証券売却収入 ᵎ

ᵐᵒ 退職給与引当特定資産ӕ崩収入 ᵓᵗ,ᵓᵖᵓ

ᵐᵓ 預ụ᣿Ӗ入収入 ᵏ,ᵒᵑᵒ

ᵐᵔ 仮払᣿Ӗ入収入 ᵏᵑᵓ

ᵐᵕ 小計 ᵔᵏ,ᵏᵓᵓ

ᵐᵖ Ӗӕ利息・配当᣿収入 ᵏ,ᵎᵐᵔ

ᵐᵗ 収益事業収入 ᵔ,ᵕᵒᵐ

ᵑᵎ そỉ他ỉ活動資᣿収入計 ᵔᵖ,ᵗᵐᵑ

ᵑᵏ 退職給与引当特定資産繰入支出 ᵖᵎ,ᵎᵎᵎ

ᵑᵐ 仮払᣿支払支出 ᵏᵑᵓ

ᵑᵑ 小計 ᵖᵎ,ᵏᵑᵓ

ᵑᵒ そỉ他ỉ活動資᣿支出計 ᵖᵎ,ᵏᵑᵓ

ᵑᵓ △ ᵏᵏ,ᵐᵏᵐ

ᵑᵔ ᵏ,ᵖᵏᵕ

ᵑᵕ △ ᵗ,ᵑᵗᵓ

ᵑᵖ △ ᵓᵗ,ᵗᵏᵔ

ᵑᵗ ᵏ,ᵓᵔᵕ,ᵓᵕᵖ

ᵒᵎ ᵏ,ᵓᵎᵕ,ᵔᵔᵏ

※ 表示額ỉ端数調整：計算書ỉ᣿額欄Ệついて千円未満ỊЏ捨てỆợỦ表示ỉたỜẆ合計等ầ一致しễい場合ầあỦẇ

支払資᣿ỉ増減額ẅί小計＋そỉ他ỉ活動資᣿収支差額ὸ

前࠰度繰越支払資᣿

翌࠰度繰越支払資᣿

教
育
活
動
Ệ
ợ
Ủ
資
᣿
収
支

施
設
整
備
等
活
動
Ệ
ợ
Ủ
資
᣿
収
支 施設整備等活動資᣿収支差額

差引

調整ѥ定等

教育活動資᣿収支差額

差引

調整ѥ定等

科目

収
入

支
出

小計ẅί教育活動資᣿収支差額＋施設整備等活動資᣿収支差額ὸ

そ
ỉ
他
ỉ
活
動
Ệ
ợ
Ủ
資
᣿
収
支

Ẑ施設整備等活動ỆợỦ資᣿
収支ẑẆẐそỉ他ỉ活動ỆợỦ
資᣿収支ẑ以外ỉ全てỉ活動
ỆợỦ収支ẇ

施設・設備ỉӕ得や売却Ẇそ
ỉ他こủỤỆ類すỦ活動Ệợ
Ủ収支ẇ

財Ѧ活動Ẇ収益事業Ệ係Ủ
活動Ẇ預ụ᣿等ỉ経過的ễ活
動及び過࠰度修正額ỆợỦ
収支ẇ

科目

科目

収
入

支
出

差引

調整ѥ定等

そỉ他ỉ活動資᣿収支差額

収
入

支
出



３ẅ事業活動収支計算書

ᵑ月ᵑᵏ日࠰成ᵑᵏ࠯ᵒ月ᵏ日ẅ～ẅ࠰成ᵑᵎ࠯ ί単位ẅ千円ὸ
予算額 決算額 差異 概要

ᵏ 学生生徒等納付᣿ ᵏ,ᵏᵕᵖ,ᵏᵓᵏ ᵏ,ᵏᵕᵔ,ᵔᵎᵓ ᵏ,ᵓᵒᵓ

ᵐ 手数料 ᵏᵔ,ᵗᵎᵎ ᵏᵕ,ᵕᵏᵑ △ ᵖᵏᵑ

ᵑ 寄付᣿ ᵎ ᵒᵖᵓ △ ᵒᵖᵓ

ᵒ 経常費等補助᣿ ᵑᵏᵑ,ᵓᵎᵎ ᵑᵎᵒ,ᵗᵔᵏ ᵖ,ᵓᵑᵖ

ᵓ ẅẅ国庫補助᣿ ᵏᵕᵕ,ᵎᵎᵎ ᵏᵓᵓ,ᵓᵐᵎ ᵐᵏ,ᵒᵖᵎ

ᵔ ẅẅ地方公共団体補助᣿ ᵏᵑᵔ,ᵓᵎᵎ ᵏᵒᵗ,ᵒᵒᵏ △ ᵏᵐ,ᵗᵒᵏ

ᵕ 付随事業収入 ᵐᵎ,ᵏᵎᵎ ᵏᵖ,ᵎᵔᵏ ᵐ,ᵎᵑᵖ

ᵖ 雑収入 ᵔᵖ,ᵑᵗᵎ ᵕᵓ,ᵖᵎᵒ △ ᵕ,ᵒᵏᵒ

ᵗ 教育活動収入計 ᵏ,ᵓᵗᵕ,ᵎᵒᵏ ᵏ,ᵓᵗᵑ,ᵔᵑᵏ ᵑ,ᵒᵎᵗ

ᵏᵎ 人件費 ᵏ,ᵏᵑᵗ,ᵑᵔᵎ ᵏ,ᵏᵎᵏ,ᵒᵖᵗ ᵑᵕ,ᵖᵕᵎ

ᵏᵏ 教育研究経費 ᵔᵎᵖ,ᵎᵑᵓ ᵓᵑᵑ,ᵎᵐᵐ ᵕᵓ,ᵎᵏᵐ

ᵏᵐ 管理経費 ᵏᵑᵒ,ᵓᵗᵏ ᵏᵑᵑ,ᵎᵔᵔ ᵏ,ᵓᵐᵒ

ᵏᵑ 徴収不能額等 ᵎ ᵓᵑᵓ △ ᵓᵑᵓ

ᵏᵒ 教育活動支出計 ᵏ,ᵖᵖᵏ,ᵗᵖᵔ ᵏ,ᵕᵔᵖ,ᵏᵏᵐ ᵏᵏᵑ,ᵖᵕᵑ

ᵏᵓ 教育活動収支差額 △ ᵐᵖᵒ,ᵗᵒᵓ △ ᵏᵕᵒ,ᵒᵖᵏ △ ᵏᵏᵎ,ᵒᵔᵑ

ᵏᵔ Ӗӕ利息・配当᣿ ᵕᵒᵔ ᵏ,ᵎᵐᵔ △ ᵐᵖᵎ

ᵏᵕ そỉ他ỉ教育活動外収入 ᵓ,ᵎᵎᵎ ᵔ,ᵕᵒᵐ △ ᵏ,ᵕᵒᵐ

ᵏᵖ 教育活動外収入計 ᵓ,ᵕᵒᵔ ᵕ,ᵕᵔᵖ △ ᵐ,ᵎᵐᵐ

ᵏᵗ 借入᣿等利息 ᵎ ᵎ ᵎ

ᵐᵎ そỉ他ỉ教育活動外支出 ᵎ ᵎ ᵎ

ᵐᵏ 教育活動外支出計 ᵎ ᵎ ᵎ

ᵐᵐ 教育活動外収支差額 ᵓ,ᵕᵒᵔ ᵕ,ᵕᵔᵖ △ ᵐ,ᵎᵐᵐ

ᵐᵑ 経常収支差額 △ ᵐᵕᵗ,ᵏᵗᵗ △ ᵏᵔᵔ,ᵕᵏᵑ △ ᵏᵏᵐ,ᵒᵖᵓ

ᵐᵒ 資産売却差額 ᵎ ᵎ ᵎ

ᵐᵓ そỉ他ỉ特別収入 ᵎ ᵒ,ᵓᵐᵎ △ ᵒ,ᵓᵐᵎ

ᵐᵔ 特別収入計 ᵎ ᵒ,ᵓᵐᵎ △ ᵒ,ᵓᵐᵎ

ᵐᵕ 資産処Ў差額 ᵎ ᵏᵐᵗ △ ᵏᵐᵗ

ᵐᵖ そỉ他ỉ特別支出 ᵎ ᵎ ᵎ

ᵐᵗ 特別支出計 ᵎ ᵏᵐᵗ △ ᵏᵐᵗ

ᵑᵎ 特別収支差額 ᵎ ᵒ,ᵑᵗᵎ △ ᵒ,ᵑᵗᵎ

ᵑᵏ 予備費 ᵗ,ᵓᵎᵎ ᵗ,ᵓᵎᵎ 予備費を使用した場合Ệ計上

ᵑᵐ 基本᣿組入前当࠰度収支差額 △ ᵐᵖᵖ,ᵔᵗᵗ △ ᵏᵔᵐ,ᵑᵐᵐ △ ᵏᵐᵔ,ᵑᵕᵔ 毎࠰度ỉ収支バランスẅί旧ẅ帰属収支差額ὸ

ᵑᵑ 基本᣿組入額合計 △ ᵕᵏ,ᵓᵎᵖ △ ᵑ,ᵎᵐᵓ △ ᵔᵖ,ᵒᵖᵐ 必要ễ資産をዒዓ的Ệ保持するたỜỉ組入額

ᵑᵒ 当࠰度収支差額 △ ᵑᵔᵎ,ᵐᵎᵕ △ ᵏᵔᵓ,ᵑᵒᵕ △ ᵏᵗᵒ,ᵖᵓᵗ

ᵑᵓ 前࠰度繰越収支差額 △ ᵑ,ᵓᵑᵕ,ᵖᵓᵎ △ ᵑ,ᵓᵑᵕ,ᵖᵓᵎ ᵎ

ᵑᵔ 基本᣿ӕ崩額 ᵎ ᵑᵖ,ᵎᵕᵖ △ ᵑᵖ,ᵎᵕᵖ

ᵑᵕ 翌࠰度繰越収支差額 △ ᵑ,ᵖᵗᵖ,ᵎᵓᵕ △ ᵑ,ᵔᵔᵓ,ᵏᵏᵗ △ ᵐᵑᵐ,ᵗᵑᵕ

ί参考ὸ

ᵑᵖ 事業活動収入計 ᵏ,ᵔᵎᵐ,ᵕᵖᵕ ᵏ,ᵔᵎᵓ,ᵗᵐᵎ △ ᵑ,ᵏᵑᵑ 当該࠰度ỉ事業活動収入ỉ合計額

ᵑᵗ 事業活動支出計 ᵏ,ᵖᵗᵏ,ᵒᵖᵔ ᵏ,ᵕᵔᵖ,ᵐᵒᵐ ᵏᵐᵑ,ᵐᵒᵑ 当該࠰度ỉ事業活動支出ỉ合計額

※ 表示額ỉ端数調整：計算書ỉ᣿額欄Ệếいて千円未満ỊЏ捨てỆよる表示ỉたỜẆ合計等が一致しễい場合があるẇ
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長期ỉ収支バランス

当該会計࠰度ỉ活動Ệ対応する事業活
動収入及び事業活動支出ỆおいてẆ経常
的ễ収支ỉうちẐ教育活動外収支ẑ以外ỉ
ờỉẇ

当該会計࠰度ỉ活動Ệ対応する事業活
動収入及び事業活動支出ỆおいてẆ経常
的ễ収支ỉうち財務活動ί資᣿調達・資᣿
運用ὸ及び収益事業Ệ係る活動Ệよるờ
ỉẇ

当該会計࠰度ỉ活動Ệ対応する事業活
動収入及び事業活動支出ỆおいてẆ特殊
ễ要因ỆよẾて一時的Ệ発生した臨時的
ễờỉẇ

事
業
活
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ỉ
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ᾃẅ貸借対照表

ẅ࠯成ᵑᵏ࠰ᵑஉᵑᵏ日ẅ現在 ί単位ẅ千όὸ

ஜ࠰度஛ 前࠰度஛ 増減 概要
ᵏ 固定資産 ᵓ,ᵕᵏᵕ,ᵗᵒᵑ ᵓ,ᵖᵐᵒ,ᵏᵗᵑ △ ᵏᵎᵔ,ᵐᵒᵗ

ᵐ ẅஊ形固定資産 ᵓ,ᵐᵎᵏ,ᵑᵐᵐ ᵓ,ᵑᵑᵐ,ᵑᵓᵕ △ ᵏᵑᵏ,ᵎᵑᵓ

ᵑ ẅẅ土地 ᵏ,ᵕᵓᵒ,ᵒᵕᵖ ᵏ,ᵕᵓᵒ,ᵒᵕᵖ ᵎ

ᵒ ẅẅ建物 ᵑ,ᵎᵏᵑ,ᵕᵗᵐ ᵑ,ᵏᵏᵓ,ᵒᵗᵔ △ ᵏᵎᵏ,ᵕᵎᵒ

ᵓ ẅẅ構築物 ᵓᵑ,ᵐᵔᵔ ᵓᵒ,ᵗᵓᵒ △ ᵏ,ᵔᵖᵖ

ᵔ ẅẅ教育研究用機器備品 ᵏᵑᵗ,ᵑᵒᵒ ᵏᵔᵕ,ᵐᵔᵏ △ ᵐᵕ,ᵗᵏᵕ

ᵕ ẅẅ管理用機器備品 ᵏᵓ,ᵏᵒᵖ ᵏᵔ,ᵔᵏᵐ △ ᵏ,ᵒᵔᵑ

ᵖ ẅẅ図書 ᵐᵐᵐ,ᵖᵖᵏ ᵐᵐᵎ,ᵏᵏᵎ ᵐ,ᵕᵕᵎ

ᵗ ẅẅ車両 ᵐ,ᵒᵎᵗ ᵑ,ᵒᵒᵐ △ ᵏ,ᵎᵑᵐ

ᵏᵎ ẅ特定資産 ᵒᵗᵏ,ᵎᵔᵑ ᵒᵕᵎ,ᵔᵒᵕ ᵐᵎ,ᵒᵏᵓ

ᵏᵏ ẅẅ法人ஜ部施設設備引当特定資産 ᵐᵕᵖ,ᵎᵎᵎ ᵐᵕᵖ,ᵎᵎᵎ ᵎ

ᵏᵐ ẅẅ幼児教育学科施設設備引当特定預᣿ ᵐᵗ,ᵗᵕᵔ ᵐᵗ,ᵗᵕᵔ ᵎ

ᵏᵑ ẅẅ退職給与引当特定預᣿ ᵏᵑᵑ,ᵎᵖᵕ ᵏᵏᵐ,ᵔᵕᵏ ᵐᵎ,ᵒᵏᵓ

ᵏᵒ ẅẅ第ᾂ号基ஜ᣿引当特定資産 ᵓᵎ,ᵎᵎᵎ ᵓᵎ,ᵎᵎᵎ ᵎ

ᵏᵓ ẅそỉ他ỉ固定資産 ᵐᵓ,ᵓᵓᵖ ᵐᵏ,ᵏᵖᵕ ᵒ,ᵑᵕᵎ

ᵏᵔ ẅẅ電話加入権 ᵖᵖᵖ ᵖᵖᵖ ᵎ

ᵏᵕ ẅẅソフトỸỹア ᵏᵕ,ᵎᵎᵖ ᵏᵐ,ᵔᵑᵖ ᵒ,ᵑᵕᵎ

ᵏᵖ ẅẅஊ価証券 ᵗᵕᵑ ᵗᵕᵑ ᵎ

ᵏᵗ ẅẅ収益事業元入᣿ ᵔ,ᵔᵖᵕ ᵔ,ᵔᵖᵕ ᵎ

ᵐᵎ 流動資産 ᵏ,ᵓᵔᵐ,ᵓᵑᵑ ᵏ,ᵔᵐᵏ,ᵔᵒᵔ △ ᵓᵗ,ᵏᵏᵐ

ᵐᵏ ẅẅ現᣿預᣿ ᵏ,ᵓᵎᵕ,ᵔᵔᵏ ᵏ,ᵓᵔᵕ,ᵓᵕᵖ △ ᵓᵗ,ᵗᵏᵔ

ᵐᵐ ẅẅச収入᣿ ᵓᵒ,ᵖᵓᵐ ᵓᵒ,ᵎᵎᵖ ᵖᵒᵒ

ᵐᵑ ẅẅ前払᣿ ᵏᵗ ᵔᵎ △ ᵒᵎ

ᵐᵒ 資産ỉ部合計 ᵕ,ᵐᵖᵎ,ᵒᵕᵕ ᵕ,ᵒᵒᵓ,ᵖᵑᵗ △ ᵏᵔᵓ,ᵑᵔᵐ

ஜ࠰度஛ 前࠰度஛ 増減 概要
ᵐᵓ 固定᝟債 ᵑᵔᵗ,ᵐᵔᵗ ᵑᵔᵓ,ᵒᵒᵖ ᵑ,ᵖᵐᵎ

ᵐᵔ ẅẅ退職給与引当᣿ ᵑᵔᵗ,ᵐᵔᵗ ᵑᵔᵓ,ᵒᵒᵖ ᵑ,ᵖᵐᵎ

ᵐᵕ 流動᝟債 ᵐᵎᵔ,ᵔᵕᵖ ᵐᵏᵑ,ᵓᵑᵗ △ ᵔ,ᵖᵔᵎ

ᵐᵖ ẅẅச払᣿ ᵗᵕ,ᵏᵎᵎ ᵖᵕ,ᵖᵎᵓ ᵗ,ᵐᵗᵓ

ᵐᵗ ẅẅ前受᣿ ᵗᵎ,ᵔᵎᵑ ᵏᵎᵖ,ᵏᵗᵓ △ ᵏᵕ,ᵓᵗᵏ

ᵑᵎ ẅẅ預ụ᣿ ᵏᵖ,ᵗᵕᵑ ᵏᵕ,ᵓᵑᵖ ᵏ,ᵒᵑᵒ

ᵑᵏ ᝟債ỉ部合計 ᵓᵕᵓ,ᵗᵒᵕ ᵓᵕᵖ,ᵗᵖᵕ △ ᵑ,ᵎᵒᵎ

ஜ࠰度஛ 前࠰度஛ 増減 概要
ᵑᵐ 基ஜ᣿ ᵏᵎ,ᵑᵔᵗ,ᵔᵒᵗ ᵏᵎ,ᵒᵎᵒ,ᵕᵎᵐ △ ᵑᵓ,ᵎᵓᵐ

ᵑᵑ ẅẅ第１号基ஜ᣿ ᵏᵎ,ᵏᵗᵓ,ᵐᵏᵓ ᵏᵎ,ᵐᵑᵎ,ᵐᵔᵖ △ ᵑᵓ,ᵎᵓᵐ

ᵑᵒ ẅẅ第ᾂ号基ஜ᣿ ᵓᵎ,ᵎᵎᵎ ᵓᵎ,ᵎᵎᵎ ᵎ

ᵑᵓ ẅẅ第ᾃ号基ஜ᣿ ᵏᵐᵒ,ᵒᵑᵒ ᵏᵐᵒ,ᵒᵑᵒ ᵎ

ᵑᵔ 繰越収支差額 △ ᵑ,ᵔᵔᵓ,ᵏᵏᵗ △ ᵑ,ᵓᵑᵕ,ᵖᵓᵎ △ ᵏᵐᵕ,ᵐᵔᵗ

ᵑᵕ ẅẅ翌࠰度繰越収支差額 △ ᵑ,ᵔᵔᵓ,ᵏᵏᵗ △ ᵑ,ᵓᵑᵕ,ᵖᵓᵎ △ ᵏᵐᵕ,ᵐᵔᵗ 事業活動収支計算書ợụ転記

ᵑᵖ 純資産ỉ部合計 ᵔ,ᵕᵎᵒ,ᵓᵐᵗ ᵔ,ᵖᵔᵔ,ᵖᵓᵏ △ ᵏᵔᵐ,ᵑᵐᵐ

ᵑᵗ ᝟債及び純資産ỉ部合計 ᵕ,ᵐᵖᵎ,ᵒᵕᵕ ᵕ,ᵒᵒᵓ,ᵖᵑᵗ △ ᵏᵔᵓ,ᵑᵔᵐ

科目

科目
᝟債ỉ部

基ஜ᣿ểỊẆ学校法人設立時Ệ寄
附さủた資産を基ஜ᣿ểしẆそỉ
後ỉ学校ỉ事業活動Ệợụ留保し
た収入を組入ủたờỉỂあụẆᝠ
産的基盤を裏付けỦờỉẇ

資産ỉ部

純資産ỉ部
科目

加工ờしくỊ売却を予定しễい形ỉ
あỦᝠ貨ỂẆ長期的Ệ所ஊすỦờ
ỉẇ

将来ỉ特定支出Ệ備えỦたỜỆẆ
引当特定した資産ẇ

現᣿預᣿ấợび࠰度஛ẦỤ１࠰以
ϋỆ現᣿預᣿化ỂẨỦ資産ẇ

会計࠰度஛ỉ翌日ẦỤ起算しềẆᵏ࠰
を越えề返済期限ầ到来すỦ᝟債ẇ

会計࠰度஛ỉ翌日ẦỤ起算しềẆ
ᵏ࠰以ϋỆ返済期限ầ到来すỦ᝟
債ẇ

長期的Ệ所ஊすỦ形ỉ無いᝠ貨
ỂあụẆ企業会計ỉ無形固定資産
Ệ相当すỦờỉẇ



資産の部 㸦単位　千円㸧

科　　　　　　　　　目 金　　　　　　額 収益事業

　固　定　資　産

　　　᭷　形　固　定　資　産

　　　　　土　　　　　　　地 1,754,478

　　　　　建　　　　　　　物 3,013,792

　　　　　構　　　築　　　物 53,266

　　　　　教育研究用機器備品 139,344

　　　　　管理用機器備品 15,148

　　　　　図　　　　　　　書 222,881

　　　　　車　　　　　　　両 2,409

　　　᭷　形　固　定　資　産　合　計 5,201,322

　　　特　定　資　産

　　　　　法人本部施設設備引当特定資産 278,000

　　　　　幼児教育学科施設設備引当特定預金 29,976

　　　　　退職給与引当特定預金 133,087

　　　　　第３号基本金引当特定資産 50,000

　　　特　定　資　産　合　計 491,063

　　　そ　の　他　の　固　定　資　産

　　　　　電　話　加　入　権 888

　　　　　ソ フ ト ࢙ ࢘ ア 17,008

　　　　　᭷　価　証　券 973

　　　　　収益事業元入金 6,687

　　　そ　の　他　の　固　定　資　産　合　計 25,558

　　固　定　資　産　合　計

　流　動　資　産

　　　　　現　金　預　金 1,507,661 9,461

　　　　　未　収　入　金 54,852 36

　　　　　前　　払　　金 19

　　流　動　資　産　合　計 1,562,533 9,498

　　資　産　の　部　合　計 7,280,477 9,498

㈇債の部

　固　定　㈇　債

　　　　　退　職　給　与　引　当　金 369,269

　　固　定　㈇　債　合　計 369,269

　流　動　㈇　債

　　　　　未　　　払　　　金 97,100 1,742

　　　　　前　　　受　　　金 90,603 59

　　　　　預　　　り　　　金 18,973

　　流　動　㈇　債　合　計 206,678 1,801

　　㈇　債　の　部　合　計 575,947 1,801

　　正　　味　　㈈　　産 6,704,529 7,696

※ẅ表示額ỉ端数調整：計算書ỉ᣿額欄Ệついて千円未満Ị切捨てỆよる表示ỉためẆ合計等が一致しễい場合があるẇ

５　　㈈　　　産　　　目　　　録
ᖹ 成 ３１ᖺ ３ ᭶ ３１ 日 現 在



６ẅ経࠰比較ẅ事業活動収支

ί単位ẅ千円ὸ
度࠰成ᵐᵔ࠯ 度࠰成ᵐᵕ࠯ 度࠰成ᵐᵖ࠯ 度࠰成ᵐᵗ࠯ 度࠰成ᵑᵎ࠯

ẅ学生生徒等納付᣿ ᵏ,ᵎᵏᵒ,ᵓᵖᵎ ᵏ,ᵎᵕᵗ,ᵐᵕᵔ ᵏ,ᵏᵒᵓ,ᵒᵓᵐ ᵏ,ᵏᵑᵑ,ᵔᵔᵒ ᵏ,ᵏᵕᵔ,ᵔᵎᵓ
ẅ手数料 ᵏᵖ,ᵑᵏᵓ ᵏᵖ,ᵒᵎᵖ ᵏᵔ,ᵓᵔᵏ ᵏᵖ,ᵕᵑᵏ ᵏᵕ,ᵕᵏᵑ
ẅ寄付᣿ ᵒᵏᵖ ᵏᵒ,ᵓᵓᵔ ᵑᵑᵕ ᵗᵓᵖ ᵒᵖᵓ
ẅ経常費補助᣿ ᵑᵎᵕ,ᵗᵖᵏ ᵑᵎᵒ,ᵒᵏᵓ ᵐᵗᵏ,ᵎᵖᵖ ᵑᵎᵖ,ᵑᵐᵐ ᵑᵎᵒ,ᵗᵔᵏ
ẅ付随事業収入 ᵏᵗ,ᵖᵎᵗ ᵐᵎ,ᵑᵓᵏ ᵐᵒ,ᵐᵐᵗ ᵏᵗ,ᵒᵖᵔ ᵏᵖ,ᵎᵔᵏ
ẅ雑収入 ᵏᵏᵕ,ᵑᵏᵏ ᵗᵏ,ᵑᵔᵖ ᵏᵓᵕ,ᵔᵔᵑ ᵖᵎ,ᵕᵎᵐ ᵕᵓ,ᵖᵎᵒ

教育活動収入計 ᵏ,ᵒᵕᵖ,ᵒᵏᵒ ᵏ,ᵓᵐᵖ,ᵑᵕᵑ ᵏ,ᵔᵑᵓ,ᵑᵑᵎ ᵏ,ᵓᵔᵏ,ᵖᵔᵓ ᵏ,ᵓᵗᵑ,ᵔᵑᵏ
ẅ人件費 ᵏ,ᵎᵎᵑ,ᵐᵒᵔ ᵏ,ᵏᵎᵒ,ᵑᵓᵒ ᵏ,ᵐᵎᵕ,ᵒᵑᵖ ᵏ,ᵏᵐᵗ,ᵏᵖᵗ ᵏ,ᵏᵎᵏ,ᵒᵖᵗ
ẅ教育研究経費 ᵓᵕᵔ,ᵏᵒᵏ ᵓᵑᵑ,ᵔᵕᵐ ᵓᵒᵐ,ᵖᵓᵗ ᵓᵓᵐ,ᵎᵑᵎ ᵓᵑᵑ,ᵎᵐᵐ
ẅ管理経費 ᵏᵒᵎ,ᵒᵔᵒ ᵏᵒᵕ,ᵕᵏᵔ ᵏᵐᵖ,ᵐᵐᵏ ᵏᵐᵗ,ᵒᵐᵐ ᵏᵑᵑ,ᵎᵔᵔ
ẅ徴収不能額等 ᵎ ᵒᵗ ᵕᵎᵔ ᵒᵗᵎ ᵓᵑᵓ

教育活動支出計 ᵏ,ᵕᵏᵗ,ᵖᵓᵏ ᵏ,ᵕᵖᵓ,ᵕᵗᵏ ᵏ,ᵖᵕᵗ,ᵐᵐᵒ ᵏ,ᵖᵏᵏ,ᵏᵑᵐ ᵏ,ᵕᵔᵖ,ᵏᵏᵐ
ẅẅẅẅẅẅ教育活動収支差額 △ ᵐᵒᵏ,ᵒᵑᵕ △ ᵐᵓᵕ,ᵒᵏᵖ △ ᵐᵒᵑ,ᵖᵗᵒ △ ᵐᵒᵗ,ᵐᵔᵔ △ ᵏᵕᵒ,ᵒᵖᵏ
ẅӖӕ利息・配当᣿ ᵐ,ᵖᵐᵖ ᵑ,ᵏᵔᵒ ᵗᵏᵓ ᵏ,ᵎᵎᵒ ᵏ,ᵎᵐᵔ
ẅそỉ他ỉ教育活動外収入 ᵓ,ᵓᵓᵎ ᵔ,ᵖᵎᵗ ᵕ,ᵐᵕᵑ ᵕ,ᵎᵓᵗ ᵔ,ᵕᵒᵐ

教育活動外収入計 ᵖ,ᵑᵕᵕ ᵗ,ᵗᵕᵑ ᵖ,ᵏᵖᵕ ᵖ,ᵎᵔᵑ ᵕ,ᵕᵔᵖ
ẅ借入᣿等利息 ᵎ ᵎ ᵎ ᵎ ᵎ
ẅそỉ他ỉ教育活動外支出 ᵎ ᵎ ᵎ ᵎ ᵎ

教育活動外支出計 ᵎ ᵎ ᵎ ᵎ ᵎ
ẅẅẅẅẅ教育活動外収支差額 ᵖ,ᵑᵕᵕ ᵗ,ᵗᵕᵑ ᵖ,ᵏᵖᵕ ᵖ,ᵎᵔᵑ ᵕ,ᵕᵔᵖ

△ ᵐᵑᵑ,ᵎᵓᵗ △ ᵐᵒᵕ,ᵒᵒᵒ △ ᵐᵑᵓ,ᵕᵎᵔ △ ᵐᵒᵏ,ᵐᵎᵑ △ ᵏᵔᵔ,ᵕᵏᵑ
ẅ資産売却差額 ᵎ ᵎ ᵎ ᵎ ᵎ
ẅそỉ他ỉ特別収入 ᵖ,ᵐᵎᵎ ᵏᵎ,ᵗᵑᵔ ᵐ,ᵗᵗᵐ ᵒ,ᵎᵔᵔ ᵒ,ᵓᵐᵎ

特別収入計 ᵖ,ᵐᵎᵎ ᵏᵎ,ᵗᵑᵔ ᵐ,ᵗᵗᵐ ᵒ,ᵎᵔᵕ ᵒ,ᵓᵐᵎ
ẅ資産処Ў差額 ᵖᵏᵏ ᵕᵒ ᵒᵓᵔ ᵐᵕ ᵏᵐᵗ
ẅそỉ他ỉ特別支出 ᵎ ᵓᵒᵎ ᵏ ᵐᵎ ᵎ

特別支出計 ᵖᵏᵏ ᵔᵏᵒ ᵒᵓᵕ ᵒᵕ ᵏᵐᵗ
ẅẅẅẅẅẅẅẅ特別収支差額 ᵕ,ᵑᵖᵗ ᵏᵎ,ᵑᵐᵐ ᵐ,ᵓᵑᵓ ᵒ,ᵎᵏᵗ ᵒ,ᵑᵗᵎ

△ ᵐᵐᵓ,ᵔᵕᵎ △ ᵐᵑᵕ,ᵏᵐᵐ △ ᵐᵑᵑ,ᵏᵕᵏ △ ᵐᵑᵕ,ᵏᵖᵑ △ ᵏᵔᵐ,ᵑᵐᵐ
△ ᵐᵔ,ᵖᵗᵒ △ ᵓᵗ,ᵏᵗᵗ △ ᵑᵏ,ᵑᵗᵖ △ ᵐᵒ,ᵏᵐᵑ △ ᵑ,ᵎᵐᵓ

△ ᵐᵓᵐ,ᵓᵔᵒ △ ᵐᵗᵔ,ᵑᵐᵏ △ ᵐᵔᵒ,ᵓᵔᵗ △ ᵐᵔᵏ,ᵑᵎᵕ △ ᵏᵔᵓ,ᵑᵒᵕ
△ ᵐ,ᵒᵕᵎ,ᵖᵐᵕ △ ᵐ,ᵕᵐᵑ,ᵑᵗᵏ △ ᵑ,ᵎᵏᵗ,ᵕᵏᵐ △ ᵑ,ᵐᵕᵔ,ᵔᵑᵓ △ ᵑ,ᵓᵑᵕ,ᵖᵓᵎ

ᵎ ᵎ ᵕ,ᵔᵒᵓ ᵗᵑ ᵑᵖ,ᵎᵕᵖ
△ ᵐ,ᵕᵐᵑ,ᵑᵗᵏ △ ᵑ,ᵎᵏᵗ,ᵕᵏᵐ △ ᵑ,ᵐᵕᵔ,ᵔᵑᵔ △ ᵑ,ᵓᵑᵕ,ᵖᵓᵎ △ ᵑ,ᵔᵔᵓ,ᵏᵏᵗ

ί参考ὸ
ᵏ,ᵒᵗᵒ,ᵗᵗᵏ ᵏ,ᵓᵒᵗ,ᵐᵖᵐ ᵏ,ᵔᵒᵔ,ᵓᵏᵎ ᵏ,ᵓᵕᵑ,ᵗᵗᵓ ᵏ,ᵔᵎᵓ,ᵗᵐᵎ
ᵏ,ᵕᵐᵎ,ᵔᵔᵏ ᵏ,ᵕᵖᵔ,ᵒᵎᵓ ᵏ,ᵖᵕᵗ,ᵔᵖᵎ ᵏ,ᵖᵏᵏ,ᵏᵕᵗ ᵏ,ᵕᵔᵖ,ᵐᵒᵐ

※ᾀẅ࠯成ᵐᵔ࠰度ỉ数値ỊẆ旧基準ỉ消費収支計算書を新基準ỉ事業活動収支計算書Ệ組替えた参考値Ểすẇ
※ᾁẅ表示額ỉ端数調整：計算書ỉ᣿額欄Ệついề千円未満ỊЏ捨ềỆよる表示ỉためẆ合計等が一致しễい場合があるẇ

縦軸 ： ᣿額ẅẅί単位ẅ千円ὸ 縦軸 ： ᣿額ẅẅί単位ẅ千円ὸ
横軸 ： ࠰度 横軸 ： ࠰度

ẅẅ翌࠰度繰越収支差額

ẅẅ事業活動収入計
ẅẅ事業活動支出計

ẅẅ基本᣿組入額合計
ẅẅ当࠰度収支差額
ẅẅ前࠰度繰越収支差額

事業活動
収入ỉ部

事業活動
支出ỉ部

教育活動
外収支

事業活動
収入ỉ部

事業活動
支出ỉ部

教育活動
収支

ẅẅ基本᣿組入前当࠰度収支差額

ẅẅ基本᣿ӕ崩額

ẅẅẅẅẅẅẅẅẅẅẅẅẅẅẅẅẅẅẅẅẅẅ経常収支差額

特別収支

事業活動
収入ỉ部

事業活動
支出ỉ部

△ 300,000

△ 250,000

△ 200,000

△ 150,000

△ 100,000

△ 50,000

0

H26 H27 H28 H29 H30

経常収支差額

経常収支差額

0

500,000

1,000,000

1,500,000

2,000,000

H26 H27 H28 H29 H30

事業活動収入・支出

事業活動収入計 事業活動支出計



７　財務比率

全国大学法人

H㻞㻢ᖺ度 H㻞㻣ᖺ度 H㻞㻤ᖺ度 H㻞㻥ᖺ度 H㻟㻜ᖺ度 H㻞㻥ᖺ度

固定資産

総資産

流動資産

総資産

固定㈇債

総資金

㈈ 貸 流動㈇債

総資金

純資産䠄自己資金䠅

総㈇債㻗純資産䠄総資金䠅

政 借 繰越䠄消費䠅収支差額

総㈇債㻗純資産䠄総資金䠅

固定資産

自己資金

の 対    固定資産   

自己資金＋固定㈇債

流動資産

流動㈇債

状 照 総㈇債

総資産

総㈇債

純資産䠄自己資金䠅

態 表 現金預金

前受金

退職給与引当特定預金䠄資産䠅

退職給与引当金

人件費

経常収入䠄帰属収入䠅

人件費

経 学生生徒等納付金

教育研究経費

経常収入䠄帰属収入䠅

管理経費

営 経常収入䠄帰属収入䠅

借入金等利息

経常収入䠄帰属収入䠅

基本金組入前当ᖺ度収支差額䠄帰属収入㻙消費支出䠅

の 事業活動収入䠄帰属収入䠅

事業活動支出䠄消費支出䠅

事業活動収入㻙基本金組入額䠄消費収入䠅

学生生徒等納付金

状 経常収入䠄帰属収入䠅

寄付金

事業活動収入䠄帰属収入䠅

補助金

況 事業活動収入䠄帰属収入䠅

基本金組入額

事業活動収入䠄帰属収入䠅

減価償却額

経常支出䠄消費支出䠅

※ 全国大学法人　：　་歯系法人除くᖹ均　䠄　出典：ᖹ成㻟㻜ᖺ度版　䛂今日の私学㈈政䛃　䠅

㻝㻚㻡 㻜㻚㻞

㻝㻞 㻝㻞㻚㻠 㻝㻝㻚㻢 㻝㻝㻚㻜 㻝㻜㻚㻥 㻝㻜㻚㻠

㻝㻝 㻝㻚㻤 㻟㻚㻤 㻝㻚㻥

㻜㻚㻝 㻜㻚㻟

㻝㻜 㻞㻝㻚㻝 㻞㻜㻚㻠 㻝㻣㻚㻣 㻝㻥㻚㻢 㻝㻥㻚㻜

㻥 㻜㻚㻝 㻜㻚㻥 㻜㻚㻞

㻣 㻝㻝㻣㻚㻟 㻝㻝㻥㻚㻥 㻝㻝㻢㻚㻠 㻝㻝㻣㻚㻝 㻝㻝㻜㻚㻟

㻢㻥㻚㻣 㻣㻞㻚㻠 㻣㻟㻚㻡

㻤㻚㻞 㻤㻚㻟

㻜㻚㻜 㻜㻚㻜 㻜㻚㻜

△ 㻝㻡㻚㻟 △ 㻝㻠㻚㻞 △ 㻝㻡㻚㻟 △ 㻝㻜㻚㻝

㻝 㻢㻣㻚㻞 㻣㻝㻚㻤 㻣㻟㻚㻡

㻟 㻟㻤㻚㻢 㻟㻠㻚㻣

㻢 △ 㻝㻡㻚㻞

㻡 㻜㻚㻜 㻜㻚㻜

㻟㻟㻚㻜

㻠 㻥㻚㻠 㻥㻚㻢 㻣㻚㻤

㻝㻜 㻢㻚㻢 㻣㻚㻡 㻤㻚㻣

㻝㻝 ㈇債比率

㻝㻘㻠㻠㻤㻚㻤 㻝㻘㻢㻢㻠㻚㻜

㻝㻟 㻟㻢㻚㻢 㻠㻠㻚㻥 㻠㻢㻚㻥 㻟㻜㻚㻤 㻟㻢㻚㻜

㻝㻞 㻝㻘㻣㻡㻠㻚㻟 㻝㻘㻡㻥㻣㻚㻢 㻝㻘㻢㻠㻜㻚㻢

㻥 㻝㻘㻝㻝㻜㻚㻣 㻣㻡㻠㻚㻝 㻡㻢㻟㻚㻠 㻣㻡㻥㻚㻜 㻣㻡㻢㻚㻜

㻤 㻣㻥㻚㻟 㻤㻜㻚㻟 㻤㻜㻚㻣

㻣 㻤㻟㻚㻝 㻤㻠㻚㻟 㻤㻠㻚㻥 㻤㻠㻚㻥 㻤㻡㻚㻟

㻢 △ 㻟㻟㻚㻢 △ 㻟㻤㻚㻝 △ 㻠㻞㻚㻝
繰越収支差額構成比率
䠄消費収支差額構成比率䠅

㻡 㻥㻟㻚㻠 㻥㻞㻚㻡 㻥㻝㻚㻟 㻥㻞㻚㻞 㻥㻞㻚㻝

㻠 㻞㻚㻜 㻞㻚㻥 㻠㻚㻜

㻟 㻠㻚㻡 㻠㻚㻢 㻠㻚㻣 㻠㻚㻥 㻡㻚㻝

㻞 㻞㻞㻚㻟 㻞㻞㻚㻜 㻞㻞㻚㻡

༊分
䠄～Ｈ㻞㻢ᖺ度䠅

項目
䠄～ᖹ成㻞㻢ᖺ度䠅

㈈務比率算式
䠄～ᖹ成㻞㻢ᖺ度䠅

清　光　学　園

㻣㻣㻚㻣 㻣㻤㻚㻜 㻣㻣㻚㻡 㻣㻤㻚㻟 㻣㻤㻚㻡㻝 固定資産構成比率 㻤㻢㻚㻢

流動資産構成比率 㻝㻟㻚㻠

固定㈇債構成比率 㻢㻚㻤

流動㈇債構成比率 㻡㻚㻠

純資産構成比率
䠄自己資金構成比率䠅 㻤㻣㻚㻤

㻞㻝㻚㻣 㻞㻝㻚㻡

㻞㻚㻥 㻞㻚㻤

△ 㻝㻠㻚㻡

固定比率 㻥㻤㻚㻣

固定長期適合率 㻥㻝㻚㻢

流動比率 㻞㻠㻤㻚㻟

総㈇債比率 㻝㻞㻚㻞

△ 㻠㻣㻚㻢 △ 㻡㻜㻚㻟

㻤㻜㻚㻢 㻤㻜㻚㻤

㻣㻚㻤 㻣㻚㻥

事
業
活
動
収
支
計
算
書
　

（
消
費
収
支
計
算
書

）

人件費依存率 㻣㻝.㻥

教育研究経費比率 㻟㻟.㻟

管理経費比率 㻤.㻤

借入金等利息比率 㻜.㻞

事業活動収支差額比率
䠄帰属収支差額比率䠅 㻠.㻥

基本金組入後収支比率
䠄消費収支比率䠅 㻝㻜㻢.㻡

学生生徒等納付金比率 㻣㻠.㻣

寄付金比率 㻞.㻟

㻞 㻥㻤.㻥 㻝㻜㻞.㻟 㻝㻜㻡.㻠 㻥㻥.㻢 㻥㻟.㻢

㻤

㻝㻞.㻡

基本金組入率 㻝㻜.㻤

減価償却額比率 㻝㻝.㻥

㻝㻟.㻥

前受金保有率 㻟㻡㻠.㻞

退職給与引当特定資産
保有率 㻢㻥.㻥

人件費比率 㻡㻟.㻤

㻣.㻜 㻤.㻞 㻥.㻢 㻤.㻠 㻤.㻢

㻣㻞.㻝 㻢㻤.㻤

㻢㻣.㻥 㻣㻜.㻞

補助金比率

㻟㻡.㻞 㻟㻟.㻟



┘査報告書 

௧和元ᖺ 5 ᭶ 22 日 

学校法人清光学園 

  理事会  御中 

  評議員会 御中 

学校法人 清光学園 

 

┘事   本 塚 雅 英  ㊞ 

┘事   深 津 茂 樹  ㊞ 

 

 私たち┘事ࠊࡣ私立学校法第 37 条第 3 項及び学校法人清光学園寄附行Ⅽ第 15 条ࡢ

規定࡟基࡙ࠊࡁ学校法人清光学園ࡢᖹ成 30 ᖺ度㸦ᖹ成 30 ᖺ 4 ᭶ 1 日ࡽ࠿ᖹ成 31 ᖺ 3

᭶ 31 日ま࡛㸧࠾࡟けࡿ業務並び࡟財産ࡢ状況ࡢ┘査ࢆ行いましたࠋ 

 そࡢ結果ࠊୗ記ࡾ࠾࡜ࡢ報告いたしますࠋ 

 

㸯．┘査ࡢ方法 

㸦1㸧業務ࡘ࡟い࡚ࡢ┘査ࠊࡣ理事会及び評議員会࡟出席したほࠊ࠿理事等ࡽ࠿業務

実施ࢆ方法ࡿࢀࡽࡵ認࡜必要࡝࡞閲覧ࡢ関係書類ࠊࡘ࠿ࠊ聴ྲྀしࢆ報告ࡢ執行ࡢ

し࡚ࠊ業務ࡢ妥当性ࢆ検討いたしましたࠋ 

㸦2㸧財産状況ࡘ࡟い࡚ࡢ┘査ࠊࡣ会計┘査人࡛あࡿ公認会計士ࡽ࠿┘査ࡢ報告及び

説明ཷࢆけࠊࡘ࠿ࠊ必要࡜認ࡿࢀࡽࡵ方法ࢆ実施し࡚計算書類ࡢ正確性ࢆ検討い

たしましたࠋ 

㸰．┘査ࡢ結果 

 㸦1㸧会計帳簿ࠊࡣ記載すべࡁ事項ࢆ正しく記載しࠊ事業報告書ࠊ資金཰支計算書ࠊ

事業活動཰支計算書ࠊ貸借対照表及び財産目録ࡢ記載࡜合致しࠊ適法ࡘ࠿正確࡟

法人ࡢ཰支状況及び財産状況ࢆ示し࡚い࡜ࡢࡶࡿ認ࡵますࠋ 

 㸦2㸧学校法人ࡢ業務又ࡣ財産࡟関しࠊ不正ࡢ行Ⅽ又ࡣ法௧若しくࡣ寄附行Ⅽ࡟違཯

すࡿ重大࡞事実ࡣ認ࢀࡽࡵませࠋࢇ 

 㸦3㸧近ᖺࠊ事業活動཰支࠾࡟けࡿ損失ࡀ⥅⥆し࡚ࠊࡾ࠾᪩急࡟経営ࢆ立࡚直すこࡀ࡜必

要࡛あࡿこࠊࡣ࡜毎ᖺ指摘し࡚い࡛ࡾ࠾࡜ࡿすࠋこࡢまま事業活動཰支ࡢ赤字ࡀ⥅

⥆すࠊࡤࢀ学校校舎や教育設備ࡢ維持更新࡟支障ࡁࢆたしࠊ教育活動ࡀ⥆⥅ࡢ困難

 ࠋますࡁ࡚ࡗ高まࡀࢀ恐ࡿ࡞࡟

学校法人ࡢ目的ࠊࡣ優ࢀた教育ࢆ提供すࡿこࠊࡾࡼ࡟࡜᭷Ⅽ࡞人材ࢆ育成すࡿこ࡜

安ࠊ維持し࡟状態࡞健全ࢆ財務内容ࠊࡣ࡟し࡚行う⥆⥅ࢆ教育活動ࡢそࠋますࡾあ࡟

定した経営基┙ࢆ確保すࡿこࡀ࡜重要ࡾ࡞࡜ますࠋ 

経営࠾࡟けࡿ責任ࢆ明確࡟すࠊ࡟ࡶ࡜࡜ࡿ今一度ࠊ学校法人設立ࡢ趣᪨࡟立ち返ࠊࡾ

学生生徒࡟対し࡚優良࡞教育活動ࢆ⥅⥆し࡚いくࡣ࡟何ࡀ必要ࢆ࠿考えࠊ見ࡘけࡽ

ࡿい࡚ࢀࡽࡵ求ࡀ改善し࡚いく実行力࡟確実࡚ࡗࡶࢆ責任ࠊࡣい࡚ࡘ࡟た問題Ⅼࢀ

 ࠋ考えます࡜

௨ୖ 


